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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第54期 第55期 第56期 第57期 第58期

決算年月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月

売上高 （百万円） 190,895 189,107 183,481 185,884 187,659

経常利益 （百万円） 10,111 8,523 9,422 6,616 5,932

当期純利益 （百万円） 4,872 4,722 4,012 3,559 3,122

包括利益 （百万円） － 4,705 4,023 3,607 3,196

純資産額 （百万円） 72,593 75,101 76,941 78,367 76,788

総資産額 （百万円） 132,006 132,790 136,277 138,303 138,306

１株当たり純資産額 （円） 1,330.73 1,377.01 1,410.76 1,436.89 1,407.96

１株当たり当期純利益

金額
（円） 89.34 86.58 73.57 65.26 57.25

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 54.98 56.56 56.46 56.66 55.52

自己資本利益率 （％） 6.84 6.40 5.28 4.58 4.02

株価収益率 （倍） 14.17 11.10 14.63 18.27 27.37

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 6,565 8,388 10,161 9,568 9,339

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △3,274 △3,503 △4,674 △1,969 △1,845

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △2,421 △2,494 △2,548 △2,612 △2,562

現金及び現金同等物の

期末残高
（百万円） 24,219 26,599 29,536 34,535 39,518

従業員数

（人）

6,362 6,237 6,170 6,125 5,995

（外、平均臨時雇用者

数）
(2,645) (2,425) (2,362) (2,499) (2,192)

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．当社は従来、物品販売のうち、顧客への納品を運送業者に委託する場合は、運送業者に物品を引渡した日を

もって売上高を認識する出荷引渡基準を採用しておりましたが、第57期より、顧客の検収日をもって売上高

を認識する検収基準に変更しました。

　　これにより、第56期については、当該会計方針の変更を反映した遡及修正後の数値を記載しております。

　　なお、第55期以前に係る累積的影響額については、第56期の期首の純資産に反映させております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第54期 第55期 第56期 第57期 第58期

決算年月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月

売上高 （百万円） 187,889 186,408 180,739 182,680 183,612

経常利益 （百万円） 10,083 8,573 9,191 6,352 6,278

当期純利益 （百万円） 4,788 4,820 3,832 3,201 3,485

資本金 （百万円） 9,670 9,670 9,670 9,670 9,670

発行済株式総数 （千株） 54,540 54,540 54,540 54,540 54,540

純資産額 （百万円） 71,875 74,508 76,169 77,224 78,550

総資産額 （百万円） 129,972 130,815 134,142 135,609 139,896

１株当たり純資産額 （円） 1,317.87 1,366.14 1,396.61 1,415.94 1,440.27

１株当たり配当額

（円）

40.00 40.00 40.00 40.00 20.00

(うち１株当たり中間配

当額)
(20.00) (20.00) (20.00) (20.00) (20.00)

１株当たり当期純利益

金額
（円） 87.80 88.39 70.27 58.70 63.91

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 55.30 56.96 56.78 56.95 56.15

自己資本利益率 （％） 6.78 6.59 5.09 4.17 4.48

株価収益率 （倍） 14.42 10.87 15.32 20.31 24.52

配当性向 （％） 45.56 45.26 56.78 68.15 31.29

従業員数

（人）

5,751 5,576 5,474 5,412 5,293

（外、平均臨時雇用者

数）
(2,453) (2,224) (2,077) (2,229) (1,924)

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．当社は従来、物品販売のうち、顧客への納品を運送業者に委託する場合は、運送業者に物品を引渡した日を

もって売上高を認識する出荷引渡基準を採用しておりましたが、第57期より、顧客の検収日をもって売上高

を認識する検収基準に変更しました。

　　これにより、第56期については、当該会計方針の変更を反映した遡及修正後の数値を記載しております。

　　なお、第55期以前に係る累積的影響額については、第56期の期首の純資産に反映させております。
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２【沿革】

年月 事項

昭和32年３月 日電不動産株式会社として資本金５０万円で設立、損害保険の代理店業務を開始。

昭和33年２月 設計製図業務を開始。

昭和35年11月 社名を日本電気技術協力株式会社と改称。

昭和36年４月 無線伝送関係調整・検査及びマイクロ波装置の保守業務を開始。

昭和37年３月 電子計算機保守業務を開始。

昭和40年４月 データ通信・郵便自動化機器の保守及び衛星通信装置の調整・検査業務を開始。

昭和41年12月 社名を「日本電気エンジニアリング株式会社」と改称。

昭和41年12月 「日電興産株式会社」を分離設立し、保険代理業務及び不動産業務をこれに譲渡。

昭和46年11月 海外業務を開始。

昭和47年２月 オペレーション業務を開始。

昭和48年１月 社名を「日本電気フィールドサービス株式会社」と改称。

昭和48年12月 コンピュータ用品の販売を開始。

昭和49年10月 郵便自動化機器の保守業務を「日本電気郵便エンジニアリング株式会社」に譲渡。

昭和50年６月 「日本電気エンジニアリング株式会社」を分離設立し、通信機器、電子機器の設計、検査、調整等

の業務をこれに譲渡。

昭和50年11月 ソフトウェアメンテナンス業務を開始。

昭和55年９月 「株式会社航空システムサービス」を設立。（当社全額出資）

昭和56年12月 一般建設業（電気通信工事業、機械器具設置工業）の許可取得。〔東京都知事許可　般５６第

６２２８２号〕

昭和57年４月 個々のＩＴシステムを関連させるネットワーク事業開始。

昭和61年12月 特定建設業（電気工事業）の許可取得。〔東京都知事許可　特６１第６２２８２号〕

平成３年10月 ソリューションサービス事業を開始。

平成６年６月 特定建設業（電気工事業）一般建設業（電気通信工事、管工事）の建設大臣許可を東京都知事許可

より変更取得。〔建設大臣許可　特・般６　第１５７５５号〕

平成８年３月 「株式会社日本オンコロジーシステム」を設立。（当社51％と米国法人バリアン社49％出資）

平成12年４月 「ＮＥＣカスタマサービス株式会社」と合併し、社名を「ＮＥＣフィールディング株式会社」と改

称。

平成12年５月 「日本電気エンジニアリング株式会社」及び「株式会社航空システムサービス」の保有全株式を売

却。

平成14年１月 「エヌデック株式会社」の全株式を取得。

平成14年９月 東京証券取引所市場第一部に株式を上場。

平成15年７月 「株式会社日本オンコロジーシステム」の保有全株式を売却。

平成16年６月 国連が提唱する「グローバル・コンパクト」に参加。

平成17年３月 「フィールディングサポートクルー株式会社（現 ＮＥＣフィールディングサポートクルー株式会

社）」を設立。（当社全額出資）

平成17年３月 「ＮＥＣ飛鼎克信息技術服務（北京）有限公司」を設立。（平成18年12月、当社全額出資）

平成18年１月 一般建設業（内装仕上工事業）の許可取得。〔国土交通大臣許可　般１７第１５７５５号〕

平成19年６月 「フィールディングシステムテクノロジー株式会社（現 ＮＥＣフィールディングシステムテクノロ

ジー株式会社）」を設立。（当社全額出資）

平成19年７月 「ＮＥＣインフロンティアシステムサービス株式会社」の株式の66.66％を取得。

平成21年４月 「ＮＥＣインフロンティアシステムサービス株式会社」を吸収合併。
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３【事業の内容】

当社の企業集団は、当社、当社の親会社である日本電気株式会社及び当社の連結子会社であるエヌデック株式会

社、ＮＥＣフィールディングサポートクルー株式会社、ＮＥＣフィールディングシステムテクノロジー株式会社、Ｎ

ＥＣ飛鼎克信息技術服務（北京）有限公司により構成されております。

当社グループ（当社及び連結子会社）の事業活動は、主にお客さまの現場で稼動しているＩＴシステム（注１）の

安定稼動、最適で快適な活用を目的とした「ＩＴサポートサービス」（注２）を提供することであり、次の２つの事

業を展開しております。

（プロアクティブ・メンテナンス事業）

①保守サービス

ＩＴシステムに関する保守・修理サービスを提供します。

（フィールディング・ソリューション事業）

①システム展開サービス

ＩＴシステムの導入支援、セットアップ、移設、増設、撤去作業並びにネットワークシステム構築、及び電源・

空調・耐震設備・セキュリティシステム等の設置サービスを提供します。

②サプライサービス

コンピュータ用品、ＯＡ機器、ソフトウェア等を販売します。

③運用サポートサービス

ＩＴシステムの運用・管理代行等のサポートサービスを提供します。

（注１）ＩＴシステムとは、コンピュータ機器（ハードウェア／ソフトウェア）とネットワークを融合し、情報を

適切に処理（保存・管理・交換）するための仕組み全般のことを指します。

（注２）ＩＴサポートサービスとは、お客さまがＩＴシステムを快適に活用するために、企画・設計から導入・構

築、運用・保守に至るすべてのフェーズにおいて各種のサポートとサービスを提供することです。
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　なお、事業の系統図は次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

平成26年３月31日現在

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業内容

議決権の所
有割合又は
被所有割合
（％）

関係内容

（親会社）

 

日本電気株式会社

（注）１

東京都港区 397,199

ＩＴソリューション

事業、キャリアネッ

トワーク事業、社会

インフラ事業、パー

ソナルソリューショ

ン事業

被所有

97.20

(29.88)

（注）２

・機器の保守・修理及び設

置等を受託

・保守部品、サプライ品

（消耗品）等の仕入

・役員の兼任あり

（当該会社の従業員が当

社非常勤役員を兼任）

兼任役員３名

（連結子会社）

 

 

エヌデック株式会社 東京都荒川区 90

ＩＴシステム及び電

源設備の設計、構

築、設置、展開、工

事、保守、運用

100

・システム展開サービスの

施工を委託

・役員の兼任あり

（当該会社の非常勤役員

を当社の役員及び従業員

が兼任）

兼任役員４名

（連結子会社）

 

ＮＥＣフィールディ

ングサポートクルー

株式会社

東京都港区 50

ＩＴシステムの保守

と関連業務及びソ

リューション業務並

びに事務支援業務の

受託

100

・ＩＴシステムに係る保守

関連業務等を委託

・役員の兼任あり

（当該会社の非常勤役員

を当社の役員及び従業員

が兼任）

兼任役員３名

（連結子会社）

 

ＮＥＣフィールディ

ングシステムテクノ

ロジー株式会社

東京都港区 90

ＩＴシステムの利用

に関する客先駐在型

を主とした運用サ

ポートサービスの提

供

100

・運用サポート業務等を委

託

・役員の兼任あり

（当該会社の非常勤役員

を当社の役員及び従業員

が兼任）

兼任役員４名

（連結子会社）

 

ＮＥＣ飛鼎克信息技

術服務（北京）有限

公司

中国北京市
万米ドル

469.1

ＩＴシステム及び関

連する付帯設備の保

守、設置、コンサル

ティング、訓練、技

術開発、サービス、

設計、工事、販売

100

・運用サポート（コールセ

ンター）業務を委託

・役員の兼任あり

（当社の役員及び従業員

が兼任）

兼任役員５名

（非常勤５名）

（注）１．有価証券報告書を提出しております。

２．「議決権の所有割合又は被所有割合」欄の(29.88％)は、退職給付信託契約上、日本電気株式会社が日本トラ

スティ・サービス信託銀行株式会社（三井住友信託銀行再信託分・日本電気株式会社退職給付信託口）に対

し、当該株式に属する議決権の行使に関する指図権を有する所有割合で、97.20％の内数を示したものであり

ます。
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

平成26年3月31日現在
 

セグメントの名称 従　　業　　員　　数　　（人）

保守サービス

システム展開サービス
5,620 （2,178）

サプライサービス

運用サポートサービス

全社（共通） 375 （14）

合計 5,995 （2,192）

　（注）１．従業員数は、就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの

出向者を含むほか、常用パートを含んでおります。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー及び人材会社

からの派遣社員で、常用パートは除いております。）は（ ）内に年間平均雇用人員を外数で記載しており

ます。なお、当該臨時雇用者数には、当社グループ内の派遣社員を含んでおります。

２．当社グループは、セグメントごとの経営組織体系を有しておらず、同一の従業員が複数のセグメントに従事

しております。

３．全社（共通）には、特定の事業に区分できない管理部門に所属している従業員数を記載しております。

(2）提出会社の状況

平成26年3月31日現在
 

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

5,293（1,924） 43.3 21.7 6,910,159

 

セグメントの名称 従　　業　　員　　数　　（人）

保守サービス

システム展開サービス
4,918 (1,910)

サプライサービス

運用サポートサービス

全社（共通） 375 (14)

合計 5,293 (1,924)

　（注）１．従業員数は、就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおります。）で

あり、臨時雇用者数（派遣社員）は（　）内に年間平均雇用人員を外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．臨時雇用者の平均年齢、平均勤続年数、平均年間給与については把握しておりませんので、当社従業員のみ

で算定しております。

４．当社は、セグメントごとの経営組織体系を有しておらず、同一の従業員が複数のセグメントに従事しており

ます。

５．全社（共通）には、特定の事業に区分できない管理部門に所属している従業員数を記載しております。

(3）労働組合の状況

　当社の労働組合は、全日本電機・電子・情報関連産業労働組合連合会　ＮＥＣグループ労働組合連合会　ＮＥＣ

フィールディング労働組合と称し、当社本社に事務所が置かれ、平成26年3月31日現在における組合員数は、

3,843人であります。

　なお、労使関係は安定しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

平成26年３月期の連結業績（売上高・営業利益）  （金額単位：百万円）
 

 上半期 下半期 通期

売上高 87,086 △1.8％ 100,572 3.4％ 187,659 1.0％

営業利益 752 △79.2％ 5,039 12.6％ 5,791 △28.4％

　　（売上高、営業利益におけるパーセント表示は、対前期増減率）

当連結会計年度におけるわが国経済は、安倍政権による一連の経済対策の効果、および米国を中心とした海外経済

の拡大を背景に国内外の需要が高まり、個人消費の増加や企業収益の改善などが進んだことで、緩やかな景気回復の

動きとなりました。

当社グループの主たる事業領域であるＩＴサポートサービス市場においては、業務効率化やＩＴコスト削減を目的

としたクラウド、スマートデバイス関連サービスおよびアウトソーシングなどのニーズの拡大に加え、WindowsXPの

サポート終了に伴う法人向けＰＣの買い替えなど一部の領域において需要が高まり、徐々に回復の兆しが見え始めま

した。

このような環境の中、当社グループはＣＳ（Customer Satisfaction：お客さま満足）とＣＳＲ（Corporate

Social Responsibility：企業の社会的責任）を経営の基軸とした事業運営を実践するとともに、成長領域へのシフ

トと事業ドメインの拡大に向けた人財の強化、および企業体質の抜本的な改善に取り組んでまいりました。

当連結会計年度における売上高は、1,876億59百万円(前期比1.0%増)となり、2期連続の増収となりました。これは

システム展開サービスでの増収に加え、サプライサービスでのインターネットショップ「い～るでぃんぐ」や保守

サービスにおける販売パートナー連携などでの増収、さらに運用サポートサービスにおける自治体／医療案件の獲得

増加で増収となったことによるものです。

営業利益は、57億91百万円（前期比28.4%減）となりました。これは構造改革でコストの削減に努めたものの、全

社費用の増加等による上期の落ち込みをカバーできなかったことなどによるものです。

経常利益は、59億32百万円（前期比10.3%減）となりました。これは、主に営業利益が減少したことによるもので

す。

当期純利益は、31億22百万円（前期比12.3%減）となりました。これは、主に経常利益が減少したことによるもの

です。

報告セグメント別の業績については次のとおりであります。

[保守サービス]

 （金額単位：百万円）
 

 26年３月期　保守サービス

 上半期 下半期 通期

売上高 43,974 △4.3％ 44,009 △3.3％ 87,983 △3.8％

営業利益 7,192 △8.8％ 8,193 3.9％ 15,385 △2.4％

（売上高、営業利益におけるパーセント表示は、対前期増減率）

 

売上高は、注力している販売パートナー連携などで増収となりましたが、未契約保守の減少および大型案件の契約

条件の変更の影響などで減収したことにより、879億83百万円（前期比3.8%減）となりました。

営業利益は、減収による減益により、153億85百万円（前期比2.4%減）となりました。
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[システム展開サービス]

 （金額単位：百万円）
 

 26年３月期　システム展開サービス

 上半期 下半期 通期

売上高 13,834 2.8％ 18,112 5.5％ 31,947 4.3％

営業損失（△） △1,186 － △202 － △1,389 －

（売上高におけるパーセント表示は、対前期増減率）

 

売上高は、ＰＣ更新需要の増加による増収に加え、注力しているクラウド／仮想化、環境の領域で増収したことに

より、319億47百万円（前期比4.3%増）となりました。

営業損益は、利益率が悪化したことにより、13億89百万円の損失（前期は1億68百万円の損失）となりました。

[サプライサービス]

 （金額単位：百万円）
 

 26年３月期　サプライサービス

 上半期 下半期 通期

売上高 19,932 2.2％ 28,960 15.1％ 48,893 9.5％

営業利益 204 16.2％ 847 460.5％ 1,051 221.6％

（売上高、営業利益におけるパーセント表示は、対前期増減率）

 

売上高は、ＰＣ更新需要の増加による増収に加え、インターネットショップ「い～るでぃんぐ」などを中心とした

注力領域で増収したことにより、488億93百万円（前期比9.5%増）となりました。

営業利益は、増収による増益および利益率が改善したことにより、10億51百万円（前期比221.6%増）となりまし

た。

[運用サポートサービス]

 （金額単位：百万円）
 

 26年３月期　運用サポートサービス

 上半期 下半期 通期

売上高 9,345 △4.0％ 9,490 0.8％ 18,835 △1.7％

営業利益 893 △4.9％ 1,005 41.2％ 1,898 15.0％

（売上高、営業利益におけるパーセント表示は、対前期増減率）

 

売上高は、注力している運用支援サービスやヘルプデスクサービスなどで、自治体／医療の案件が増加したことに

より増収となったものの、メディアサービスが減収したことにより、188億35百万円（前期比1.7%減）となりまし

た。

営業利益は、運用支援サービス／ヘルプデスク案件などの効率化で利益率が改善したことにより、18億98百万円

（前期比15.0%増）となりました。
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 (2）キャッシュ・フロー

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は395億18百万円となり、前連結会計年

度末に比べて49億82百万円増加しました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

 当連結会計年度の営業活動により増加した資金は93億39百万円（前期比2億29百万円減）となりました。主な資

金増加の内容は、税金等調整前当期純利益59億32百万円や減価償却費29億88百万円で、主な資金減少の内容は、売

上債権の増加16億23百万円や法人税等の支払い24億96百万円です。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

 当連結会計年度の投資活動により減少した資金は18億45百万円（前期比1億24百万円減）となりました。主な資

金減少の内容は、中部データセンターの設備増強等に伴う有形固定資産の取得による支出5億10百万円と、新基幹

システムの開発等に伴う無形固定資産の取得による支出14億36百万円です。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

 当連結会計年度の財務活動により減少した資金は25億62百万円（前期比50百万円減）となりました。主な資金減

少の内容は、配当金の支払い21億83百万円です。

EDINET提出書類

ＮＥＣフィールディング株式会社(E05298)

有価証券報告書

11/92



２【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

　　当社グループの事業内容は、主としてＩＴシステム等の設置、メンテナンス、運用並びにシステムに関連する付属

品・周辺機器等の販売であり、事業全体に占める生産活動は僅かであるため、生産実績については記載しておりませ

ん。

 

(2) 受注実績

当連結会計年度の受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高(百万円) 前年同期比（％）

保守サービス 90,389 89.4 29,950 173.2

システム展開サービス 31,044 98.0 2,243 94.0

サプライサービス 49,440 110.2 3,078 117.2

運用サポートサービス 19,000 94.2 4,965 69.7

合計 189,874 96.0 40,238 136.8

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(3) 販売実績

当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

前年同期比（％）

保守サービス（百万円） 87,983 96.2

システム展開サービス（百万円） 31,947 104.3

サプライサービス（百万円） 48,893 109.5

運用サポートサービス（百万円） 18,835 98.3

合計 187,659 101.0

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．最近２連結会計年度における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次の

とおりであります。

相手先

前連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

日本電気株式会社 101,433 54.6 98,691 52.6

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

当社は、持続的に成長し、健全な利益を創出していくために、平成25年4月に公表した中期計画の戦略である「成

長領域へのシフトと事業ドメインの拡大」および「企業体質の抜本的な改善」に取り組むとともに、平成25年度下半

期より、中期計画において計画していたフォーメーション改革を前倒しで実行する「構造改革」を実施してまいりま

した。

「構造改革」については、引き続き全社リソースを各事業の規模に最適化し、成長領域へ集中投入を図る「事業構

造改革」と、安定的な利益創出を実現する強靭な企業体質への変革を目指す「費用構造改革」を推進し、成長戦略の

実現加速を図ってまいります。

また、当社は、平成26年1月30日に公表の通り、日本電気株式会社（以下ＮＥＣ）の完全子会社となる予定であ

り、ＮＥＣグループ内におけるＩＣＴシステムの導入から廃棄までのライフサイクル全般のサービス提供を担う中核

会社として位置づけられました。当社とＮＥＣは、事業戦略を完全に一体化して効率的な事業運営を実現していくと

ともに、今後、①お客さまニーズに最適なデータセンターサービスの提供、②新たなパターン化商品の創出とライフ

サイクルを通じて一貫したサポートサービスの提供、③事業運営の効率化および情報の一元化による提案力の強化、

の3点を重点施策として取り組んでまいります。

これらの施策の実行により、中期計画の戦略を実現していくとともに、ＮＥＣグループ全体の業績向上に貢献して

まいります。
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４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1)セキュリティ管理について

　当社グループが営むＩＴサポートサービス事業においては、当該業務の性格上、多数のお客さま情報を保有し

ております。当社グループでは、情報の取扱いについて各種の規程を整備するとともに、個人情報保護活動とし

てプライバシーマークを取得し、地域密着型のアウトソーシングサービスを提供するｉＳｏｌｕｔｉｏｎ拠点お

よびＮＥＣと共同で運営するデータセンター、並びにヘルプデスク業務において、セキュリティ管理に関する情

報セキュリティマネジメントシステム（ＩＳＭＳ）の国際標準規格「ＩＳＯ／ＩＥＣ 27001：2005」認証を取得

しております。また全従業員を対象として「お客様対応作業及び企業秘密取り扱いの遵守事項」に関する教育を

徹底して実施し、当社グループ内部からの情報漏洩を防ぐ施策を講じております。このような対策にもかかわら

ず当社グループからの情報漏洩が万が一にも発生した場合には、当社が損害賠償責任を負う可能性があり、当社

グループの業績に影響を与える可能性があります。

(2)従業員等による不法行為と違法行為について

　当社グループは、あらゆる企業活動の場面において関係法令や規定を遵守することを基本姿勢とした「ＮＥＣ

フィールディンググループ行動規範」の徹底や、教育の充実などにより従業員等の倫理向上に努めております。

しかし、これにより従業員等による業務上の不法行為や違法行為の発生の可能性が完全に無くなるものではあり

ません。従業員等による不法行為や違法行為が発生した場合、第三者に対する損害賠償責任、営業停止や取引停

止などの取り扱いを受けることによる事業遂行への影響で、当社グループの業績に影響を与える可能性がありま

す。

(3)お客さま満足度の維持および向上について

　当社グループがお客さまに提供する価値は、ＩＴサービス領域においてお客さまのＩＴシステムの快適運用と

最適活用を実現することです。即ち当社グループの価値は、当社グループの提供するサービスがお客さまの期待

以上であった時に、当社グループに対する信用や信頼度の向上といった無形の財産として形成されます。当社グ

ループが属するＩＴサービス業界は技術革新が激しいことから、業務を受託している対象機器の新規追加、仕様

変更又は新サービスの開始等により、当社グループが保有する技術、技能が陳腐化する恐れがあります。当社グ

ループは、この技術革新のスピードに対処すべく、常に新しい技術、技能を組織的に修得するとともに、お客さ

まからの要請、要望等をスピーディに掴み、その内容により全社レベルでのコールエスカレーションが行われる

仕組みを構築し、適切かつ迅速なお客さま対応ができる体制を整えております。しかしながら、上記のような対

策を講じているにもかかわらず、当社グループの対応に不備や不足、作業ミスなどがあった場合には、お客さま

及び日本電気株式会社企業グループ等の業務委託者からクレームを受けたり、業務委託等に関する契約が解除さ

れる等により、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

(4)事業環境の変化について

　当社グループの主たる事業領域であるＩＴサポートサービス市場においては、積極的なＩＴ投資が手控えられ

る傾向は継続するものの、企業業績の改善を背景として、業務効率化やＩＴコスト削減を目的としたクラウド、

仮想化、スマートデバイス関連サービスおよびＩＴアウトソーシングサービスに加え、セキュリティ対策や

Windows Server 2003 サポート終了に伴うサーバリプレースのニーズが拡大していくと予想されています。

　このような状況の中、プロアクティブ・メンテナンス事業での利益を確保し、フィールディング・ソリュー

ション事業で成長性を牽引するという当社の事業遂行モデルを一層強化していくために、「垂直型事業拡大」

「ＳＭＢ事業拡大」「クラウド事業拡大」「グローバル事業拡大」及びアセットを活用した「新規事業開拓」を

進めていくとともに、これらの施策実行の加速に向けた「構造改革」を実行してまいります。しかし、クラウド

化の進展等による保守対象機器の減少などが想定以上に進展した場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能

性があります。また、想定以上に景気動向による需要の減少や製品価格の下落が発生した場合、当社グループの

業績に影響を及ぼす可能性があります。
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(5)日本電気株式会社及びその企業グループの経営戦略との連携について

　当社グループは、ＩＴサポートサービス事業において、日本電気株式会社及びその企業グループ各社と連携の

上、事業活動を展開しております。

　日本電気株式会社及びその企業グループは、成長に向けた事業構造の転換と収益構造の改革を目的に、ＮＥＣ

グループとしての全体最適、制度・仕組みのシンプル化及びグローバルスタンダード化に向けた組織・制度の見

直しを推進しております。こういった動きの中で、当社グループは、平成26年1月30日に公表の通り、日本電気株

式会社（以下ＮＥＣ）の完全子会社となる予定であり、ＮＥＣグループ内におけるＩＣＴシステムの導入から廃

棄までのライフサイクル全般のサービス提供を担う中核会社として位置づけられました。今後、①お客さまニー

ズに最適なデータセンターサービスの提供、②新たなパターン化商品の創出とライフサイクルを通じて一貫した

サポートサービスの提供、③事業運営の効率化および情報の一元化による提案力の強化、の3点を重点施策として

取り組み、中期計画戦略の実現とＮＥＣグループ全体の業績向上に向けた活動を展開してまいります。しかしな

がら、当社グループの役割分担及び位置づけがさらに変更された場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす

可能性があります。

(6)人財の確保及び育成について

　当社グループが、お客さまのニーズに的確に即応したＩＴサポートサービス事業を遂行するためには、関連す

る技術・技能を有した多くの優秀な人財を確保育成する必要があります。そのために当社グループは、能力・成

果主義を基軸とした人事政策を採用しており、技術系大卒者を中心に定期採用を実施するとともに、技術者一人

当り年間25日間以上に及ぶ技術研修教育を実施することにより人財の確保、育成に努めております。しかしなが

ら、上記のような施策を実施しているにもかかわらず、従業員教育実施時期の遅延や新規人財獲得機会の喪失、

既存人財の当社グループ外への流出等が発生した場合には、当社グループが提供するＩＴサポートサービスの質

の低下により、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

(7)自然災害等のリスクについて

　地震等の自然災害によって、当社グループの拠点等が壊滅的な損害を受ける可能性があります。当社グループ

は、災害対応として、お客さまとのファーストコンタクト部門であるコールセンターをエリアコンタクトセン

ターとして各地域に7ヶ所、コアセンターとして東西2ヶ所に設置し、相互にバックアップが可能な体制を構築し

ております。また、データセンターに受付システムを設置することで全国どこでも受け付け可能な体制を構築

し、運用しております。また、事業継続マネジメントシステムプロジェクトの中で、災害を想定した対策訓練を

実施するとともに、大規模自然災害時におけるサービス・製品提供スキームの再確認やこれを担保するコン

ピュータ用品・保守部品のサプライチェーンの確立と物資輸送手段の確保、社内ＩＴシステム強化を推進してお

ります。これらの対策により当社グループの操業が停止しないように努めておりますが、当社グループの拠点の

設備等の損壊や電力・ガス・水道の供給が困難な状況に陥った場合、当社グループの操業に遅延が発生すること

があり、お客さまへ提供するＩＴサポートサービスの質の低下さらに拠点等の修復又は代替のために費用を要す

ることとなる可能性があります。

(8)海外事業の展開について

　当社グループは、中国での関係子会社設立など、海外事業の拡大を図っております。海外での事業展開は、戦

争・テロなどの政治にかかわる諸問題や経済動向、法律又は規制の変更、さらには伝染病の発生等、予期せぬ事

象の発生により事業遂行に影響を受ける可能性があります。これらの状況変化が発生した場合、当社グループの

業績に影響を及ぼす可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

契約会社名 締結年月 契約の名称 相手先 契約内容

ＮＥＣフィール

ディング株式会社

（当社）

昭和48年１月 業務委託契約書 日本電気

株式会社

同社が取扱う機器の保守サービス及びそ

の関連業務の同社からの受託に関する基

本的事項

ＮＥＣフィール

ディング株式会社

（当社）

平成元年３月 工事請負基本契約書 日本電気

株式会社

工事サービスの同社からの受託に関する

基本的事項

ＮＥＣフィール

ディング株式会社

（当社）

平成12年８月 技術開示契約書 日本電気

株式会社

当社が自主事業を展開するための技術情

報の同社からの開示に関する事項

ＮＥＣフィール

ディング株式会社

（当社）

平成13年１月 取扱基本契約書 日本電気

株式会社

当社の顧客への販売を目的とした同社の

商品の購入に関する基本的事項

ＮＥＣフィール

ディング株式会社

（当社）

平成17年４月 「ＮＥＣ」標章等使

用許諾契約書

日本電気

株式会社

「ＮＥＣ」標章の使用許諾に関する事項

 

６【研究開発活動】

当社グループの事業セグメントである「保守サービス」、「システム展開サービス」、「サプライサービス」及び

「運用サポートサービス」をとおして、当社は顧客のニーズに沿ったサービスを提案・提供できるよう、さらには顧

客満足度の一層の向上を図るために、主に保守サービス技術分野、システム展開サービス技術分野及び運用サポート

サービス技術分野で研究開発活動を行っております。

保守サービス技術分野では、顧客のＩＴシステムを安定稼動させる保守事業領域を主な研究対象とし、効率的で効

果的な保守を実現する研究開発及び顧客ニーズに合わせてハードウェア及びソフトウェアを総合したサポートサービ

スにつながる研究開発を行っております。

システム展開サービス技術分野及び運用サポートサービス技術分野では、顧客のＩＴシステムの導入から業務運用

領域を主な研究対象とし、運用改善や効率化に直結するソリューションを提供するため、最新技術及び最適製品を組

み合わせたシステム設計・構築支援サービス及び運用支援・ヘルプデスク・運用監視等のＩＴマネジメントサービス

につながる研究開発を行っております。なお、当連結会計年度の研究開発費は軽微であります。

具体的な研究開発活動及び成果の主なものは次のとおりであります。

 (1) 保守サービス技術分野

   カスタマエンジニアの保守作業を支援するツールや技術の開発を進めています。当連結会計年度は、カスタマ

エンジニアがお客さま先から作業手順書の閲覧や作業報告書を提出するために携行する端末とその情報提供方

法について研究を行いました。これにより従来はノートパソコンが主体でしたが、作業内容や移動手段に合わ

せてタブレットＰＣをはじめスマートフォン等の端末を選択したときにも作業時に必要な情報を漏れなくかつ

効率良く一括提供することが可能となり、作業品質の向上と保守作業の効率化を図ることを目指しています。

 

 (2) システム展開サービス技術分野及び運用サポートサービス技術分野

ａ．システム展開サービスのひとつとして、スマートデバイスを用いてお客さまの業務プロセスを変革する方法

や、生産性を高める方法について技術開発を進めています。当連結会計年度は、社内ＳＮＳ（ソーシャル・

ネットワーキング・サービス）やＢＹＯＤ（Bring your own device）などの技術を活用し、コミュニケー

ションの活性化や、お客さま業務の生産性向上について研究しました。これにより、お客さまに価値のあるス

マートデバイスソリューションを提供し、顧客満足度の向上に繋げることを目指しています。
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ｂ．ＩＴ機器の運用サポートサービスにおいて使用する遠隔監視に関する技術の開発を進めています。当連結会計

年度は、セキュアなデータ転送方式（データコネクト）を活用したリモート監視方式について研究しました。

これにより、お客さまにより充実した運用サポートサービスを提供し、顧客満足度の向上に繋げることを目指

しています。

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)セグメントの売上高・営業利益分析及び経常利益、当期純利益の分析

「１ 業績等の概要　(1）業績」に記載しております。

(2)財政状態と流動性分析

　（資産、負債及び純資産の状況）

当連結会計年度末における総資産は1,383億6百万円となり、前連結会計年度末に比べ2百万円増加しました。流

動資産は、前連結会計年度末に比べ58億10百万円増加しました。これは主に、現金及び現金同等物が49億82百万

円増加したことによるものです。固定資産は、退職給付会計の改正による影響で退職給付に係る資産（前払年金

費用）が減少したことにより、58億7百万円の減少となりました。

負債は615億18百万円となり、前連結会計年度末に比べ15億81百万円増加しました。これは主に、前受金の増加

と未払法人税等の増加によるものです。

純資産は767億88百万円となり、前連結会計年度末に比べ15億78百万円減少しました。これは、当期純利益31億

22百万円を計上したものの、利益配当金21億81百万円を計上したことによる減少と、退職給付会計の改正による

影響で退職給付に係る調整累計額を25億92百万円計上したことによるものです。

以上の結果、自己資本比率は55.5％となり、前連結会計年度末に比べ1.2ポイントの減少となりました。

(3)キャッシュ・フロー分析

「１ 業績等の概要　(2)キャッシュ・フロー」に記載しております。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当社グループは、顧客へのサービスの提供のためのインフラ及びＩＴシステムへの投資を行いました。

主な設備投資の内容としては、業務プロセス改革及びＩＴ改革を具現化する新基幹システムの機能追加、データセン

ターの拡充、インターネット販売システムの新規開発などです。

その結果、当連結会計年度における設備投資の総額は、ソフトウェアへの投資16億96百万円、リース契約による投資

1億83百万円を含め、24億21百万円となりました。

２【主要な設備の状況】

　当社グループの主要な設備は、次のとおりであります。

(1）提出会社

平成26年３月31日現在
 

事業部門名

（所在地）
セグメントの名称 設備の内容

帳簿価額（単位：百万円）

従業

員数

（人）
建物及び構

築物

工具、器具

及び備品

（建設仮勘

定含む）

リース資産

ソフトウェ

ア（ソフト

ウェア仮勘

定含む）

合計

本社・事業推進

グループ

（東京都港区

他）

全社統括業務

保守サービス、シ

ステム展開サービ

ス、サプライサー

ビス、運用サポー

トサービス

統括業務施

設・営業業

務設備

695 278 230 10,268 11,473 1,294
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事業部門名

（所在地）
セグメントの名称 設備の内容

帳簿価額（単位：百万円）

従業

員数

（人）
建物及び構

築物

工具、器具

及び備品

（建設仮勘

定含む）

リース資産

ソフトウェ

ア（ソフト

ウェア仮勘

定含む）

合計

カスタマサポー

ト本部

（東京都府中市

他）

保守サービス、運

用サポートサービ

ス

営業業務設

備
91 13 135 － 240 277

北ブロック

（仙台市若林区

他）

保守サービス、シ

ステム展開サービ

ス、サプライサー

ビス、運用サポー

トサービス

営業業務設

備
50 3 48 － 102 307

首都圏ブロック

（横浜市西区

他）

保守サービス、シ

ステム展開サービ

ス、サプライサー

ビス、運用サポー

トサービス

営業業務設

備
230 18 52 － 301 991

業種ブロック

（東京都港区

他）

保守サービス、シ

ステム展開サービ

ス、サプライサー

ビス、運用サポー

トサービス

営業業務設

備
255 24 163 － 442 709

中部関西ブロッ

ク

（大阪市中央区

他）

保守サービス、シ

ステム展開サービ

ス、サプライサー

ビス、運用サポー

トサービス

営業業務設

備
80 8 31 － 119 897

西ブロック

（福岡市博多区

他）

保守サービス、シ

ステム展開サービ

ス、サプライサー

ビス、運用サポー

トサービス

営業業務設

備
173 61 27 － 262 480

ロジスティクス

本部

（川崎市川崎区

他）

保守サービス、サ

プライサービス
物流設備 388 31 7 － 427 178

リペア本部

（川崎市川崎区

他）

保守サービス、運

用サポートサービ

ス

リペア設備 70 2 60 － 133 160

合計 － － 2,035 441 757 10,268 13,502 5,293
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(2）国内子会社

平成26年３月31日現在
 

会社名
事業所名

（所在地）

セグメントの

名称
設備の内容

帳簿価額（単位：百万円）

従業

員数

（人）
建物及び

構築物

工具、器

具及び備

品

リース資産

ソフト

ウェア

（ソフト

ウェア仮

勘定含

む）

合計

エヌデック株式

会社

東京都荒川

区他

システム展開

サービス

本社統括・営業

業務設備
1 3 15 20 41 166

 

(3）在外子会社

平成25年12月31日現在
 

会社名
事業所名

（所在地）

セグメントの

名称
設備の内容

帳簿価額（単位：百万円）

従業

員数

（人）
建物及び

構築物

機械装置

及び運搬

具

工具、器

具及び備

品

ソフト

ウェア

（ソフト

ウェア仮

勘定含

む）

合計

ＮＥＣ飛鼎克信

息技術服務（北

京）有限公司

中国北京市

他

保守サービ

ス、システム

展開サービ

ス、サプライ

サービス、運

用サポート

サービス

本社統括・営業

業務設備
1 1 11 14 29 84

　（注）１．帳簿価額には消費税等は含まれておりません。

２．上記以外に遊休設備となっている播磨研修センター（土地39,648㎡　478百万円、建物及び構築物　351百万

円等）、投資不動産用地（土地5,501㎡　115百万円）があります。

３．注２の遊休設備を除き、現在休止中の主要な設備はありません。

４．上記以外に、リース契約による主要な賃借設備はありません。
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３【設備の新設、除却等の計画】

　当社グループの設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。

　平成27年３月までの投資は総額27億円を予定しており、うち重要な設備の投資計画は13億85百万円であり、内訳は

次のとおりであります。

(1）重要な設備の新設

会社名

事業所名
所在地

セグメントの

名称
設備の内容

投資予定金額
資金調達

方法

着手及び完了予定年月 完成後

の増加

能力
総額

(百万円)

既支払額

(百万円)
着手 完了

当社各部門 東京

全社統括業務

保守サービ

ス、システム

展開サービ

ス、サプライ

サービス、運

用サポート

サービス

社内ＩＴシ

ステム

879

（13）
－

自己

資金

平成

26.4

平成

27.3
－

当社データ

センター

北海道・東

京・名古

屋・大阪・

京都・金

沢・福岡ほ

か

運用サポート

サービス

データセン

ター

305

（－）
－

自己

資金

平成

26.4

平成

27.3
－

当社各部門 東京
サプライサー

ビス

ＷＥＢ販売

システム

200

（0）
－

自己

資金

平成

26.4

平成

27.3
－

　（注）１．投資予定金額欄の（　）内は、リース投資額で内数です。

２．上記設備計画による生産能力の増加については、当社の提供するサービスの性格上、生産能力を測定するこ

とは困難であるため、記載しておりません。

３．金額には消費税等は含まれておりません。

(2）重要な設備の除却等

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 188,560,000

計 188,560,000

　（注）平成26年６月24日開催の第58期定時株主総会及び普通株主による種類株主総会において定款の一部変更が行わ

れ、普通株式の発行可能種類株式総数は188,559,900株、Ａ種種類株式（下記②（注）２．に定める内容の株式

をいう。）の発行可能種類株式総数は100株となっております。

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）
（平成26年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年６月24日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 54,540,000 54,540,000
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

は、100株であ

ります。

計 54,540,000 54,540,000 － －

　（注）１．平成26年６月24日開催の第58期定時株主総会において次の(1)～(3)が、同日開催の普通株主による種類株主

総会において(2)が、それぞれ承認可決されました。

(1) 平成26年６月24日を効力発生日として、Ａ種種類株式を発行する旨の定款の定めを設け、当社を種類株

式発行会社とすること

(2) 上記(1)による定款変更後、平成26年７月30日を効力発生日として、次の内容の定款の定めを設けるこ

と

① 当社の発行する全ての普通株式に、当社が株主総会の決議によってその全部を取得することができ

るという内容の全部取得条項（会社法第108条第１項第７号に規定する事項についての定めをいう。

以下「全部取得条項」という。）を付す旨（以下、全部取得条項が付された当社普通株式を「全部

取得条項付普通株式」という。）

② 当社が株主総会の決議により全部取得条項付普通株式の全部を取得する場合には、当該取得と引換

えに、当社を除く全部取得条項付普通株式の株主（以下「全部取得条項付普通株主」という。）に

対して、当該取得の対価として、その保有する全部取得条項付普通株式１株につきＡ種種類株式を

1,811,111分の１株の割合をもって交付する旨

(3) 上記(1)及び(2)による変更後の定款に基づき、平成26年７月30日を取得日として、当社が、全部取得条

項付普通株主から全部取得付普通株式の全部を取得し、当該取得と引換えに、全部取得条項付普通株主

に対して、当該取得の対価として、その保有する全部取得条項付普通株式１株につきＡ種種類株式を

1,811,111分の１株の割合をもって交付すること

２．Ａ種種類株式の内容は次のとおりです。

当会社の残余財産を分配するときは、Ａ種種類株式を有する株主（以下「Ａ種株主」という。）又はＡ種種

類株式の登録株式質権者（以下「Ａ種登録株式質権者」という。）に対し、普通株式を有する株主（以下

「普通株主」という。）又は普通株式の登録株式質権者（以下「普通登録株式質権者」という。）に先立

ち、Ａ種種類株式１株につき１円（以下「Ａ種残余財産分配額」という。）を支払う。Ａ種株主又はＡ種登

録株式質権者に対してＡ種残余財産分配額の金額が分配された後、普通株主又は普通登録株式質権者に対し

て残余財産の分配をする場合には、Ａ種株主又はＡ種登録株式質権者は、Ａ種種類株式１株当たり、普通株

式１株当たりの残余財産分配額と同額の残余財産の分配を受ける。

３．普通株式及びＡ種種類株式には、会社法第322条第２項に規定する定款の定めはありません。

４．上記のとおり、種類株式発行に係る定款一部変更、全部取得条項に係る定款一部変更及び全部取得条項付普

通株式の取得について、平成26年６月24日開催の第58期定時株主総会において承認可決され、また、全部取

得条項に係る定款一部変更について、本種類株主総会において承認可決されたことにより、当社普通株式

は、東京証券取引所の全部取得に係る上場廃止基準に該当することになり、本日から平成26年７月24日まで

整理銘柄に指定された後、同年７月25日をもって上場廃止となる予定です。
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（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成16年５月20日

（注）
27,270,000 54,540,000 － 9,670 － 10,161

　（注）株式１株を２株に無償分割

 

（６）【所有者別状況】

平成26年３月31日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満
株式の状
況（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その
他

計
個人以外 個人

株主数

（人）
－ 7 17 14 36 8 3,438 3,520 －

所有株式数

（単元）
－ 166,107 1,256 367,192 1,911 3 8,890 545,359 4,100

所有株式数

の割合

（％）

－ 30.46 0.23 67.33 0.35 0.00 1.63 100 －

　（注）自己株式1,163株は「個人その他」に11単元及び「単元未満株式の状況」に63株を含めて記載しております。
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（７）【大株主の状況】

  平成26年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

日本電気株式会社 東京都港区芝五丁目７番１号 36,711 67.31

日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社（三井住友信託銀行再信託分・

日本電気株式会社退職給付信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 16,300 29.88

日本マスタートラスト信託銀行株式会

社（信託口）
東京都港区浜松町二丁目11番３号 148 0.27

日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社（信託口５）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 88 0.16

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町一丁目５番１号 54 0.09

日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 53 0.09

早野　榮一 埼玉県飯能市 37 0.06

SKANDINAVISKA ENSKILDA BANKEN, SEB

SEC FIN DMA PROP ASSETS

(常任代理人　株式会社三菱東京ＵＦＪ

銀行）

SERGELS TORG 2 S-106 40 STOCKHOLM,

SWEDEN

(東京都千代田区丸の内二丁目７番１号)

33 0.06

CREDIT SUISSE SECURITIES (EUROPE)

LIMITED MAIN ACCOUNT

(常任代理人　クレディ・スイス証券株

式会社)

ONE CABOT SQUARE LONDON E14 4QJ

(東京都港区六本木一丁目６番１号)
24 0.04

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木一丁目６番１号 22 0.04

計 － 53,474 98.04

（注）所有株式数、発行済株式総数に対する所有株式数の割合とも表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成26年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　 1,100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　54,534,800 545,348 －

単元未満株式 普通株式　　　 4,100 － －

発行済株式総数 54,540,000 － －

総株主の議決権 － 545,348 －

 

②【自己株式等】

平成26年３月31日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株式
数（株）

他人名義所有株式
数（株）

所有株式数の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ＮＥＣフィール

ディング株式会社

東京都港区三田一

丁目４番28号
1,100 － 1,100 0.00

計 － 1,100 － 1,100 0.00

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

　当社はストックオプション制度を採用しておりません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号による普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 470 740,742

当期間における取得自己株式（注） 23 36,074

　（注)　当期間における取得自己株式には、平成26年６月６日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式
－ － － －

その他

（　－　）
－ － － －

保有自己株式数（注） 1,163 － 23 －

　（注)　当期間における保有自己株式数には、平成26年６月６日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式数は含めておりません。
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３【配当政策】

　当社は、急激な事業環境の変化への的確な対応と競争力の強化に努め、企業価値を高めることによって、株主の皆

様への利益還元を図っていきたいと考えております。そのために、安定的な経営基盤を確立し、将来の事業拡大のた

めの財務体質強化と内部留保資金の充実を図りつつ、安定的かつ業績に応じた配当を実施することといたしておりま

す。

　当社は、中間期末日を基準日とする剰余金の配当（以下、「中間配当」という。）と期末配当の年２回の剰余金の

配当を行うことを基本方針としております。なお、当社は、取締役会の決議により剰余金の配当を決定できる旨を定

款に定めております。

　しかしながら、当事業年度におきましては、当社の親会社である日本電気株式会社による平成26年１月31日から同

年３月17日を買付期間とする当社株式に対する公開買付けに応募する株主の皆様と応募しない株主の皆様との間で経

済的効果に差異が生じる可能性があるため、株主の皆様の間での公平性を確保する観点から、平成26年１月30日の取

締役会において、平成26年３月期の期末配当を行わないことを決議いたしました。なお、当社は、中間期末日を基準

日として１株につき20円の中間配当を実施しており、当事業年度の年間配当金は20円となっております。

決議年月日
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当額

（円）

平成25年10月25日

取締役会決議
1,090 20

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第54期 第55期 第56期 第57期 第58期

決算年月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月

最高（円） 1,504 1,405 1,087 1,242 1,580

最低（円） 980 777 882 900 1,064

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成25年10月 11月 12月 平成26年１月 ２月 ３月

最高（円） 1,166 1,168 1,170 1,442 1,579 1,580

最低（円） 1,064 1,072 1,124 1,134 1,574 1,564

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役
執行役員

社長
中江　靖之

昭和33年

１月12日生

 
昭和56年４月 日本電気株式会社入社

平成20年４月 同社流通・サービスソ

リューション事業本部長

平成22年４月 同社執行役員兼流通・サー

ビス業ソリューション事業

本部長

平成22年６月 当社取締役（非常勤）

平成24年４月 日本電気株式会社執行役員

平成26年４月 当社取締役執行役員常務

平成26年６月 当社代表取締役執行役員社

長（現任）
 

※１ －

取締役
執行役員

常務
小西　国康

昭和29年

11月16日生

 
昭和52年４月 当社入社

平成21年４月 当社業種サービス事業部長

平成22年４月 当社執行役員

平成25年６月 当社取締役執行役員

平成26年４月 当社取締役執行役員常務

（現任）
 

※１ －

取締役
執行役員

常務
長榮　浩一

昭和31年

２月28日生

 
昭和49年４月 新日本電気株式会社入社

平成12年４月 当社入社（リペア本部技術

マネージャー）

平成21年４月 当社技術本部長

平成22年４月 当社サービス技術本部長

平成25年４月 当社執行役員兼サービス技

術本部長

平成25年７月 当社執行役員

平成26年４月 当社執行役員常務

平成26年６月 当社取締役執行役員常務

（現任）
 

※１ －

取締役
執行役員

常務
大神田　知史

昭和31年

10月23日生

 
昭和55年４月 日本電気株式会社入社

平成21年４月 同社官公ソリューション事

業本部パブリックサービス

推進本部長

平成23年７月 同社ＩＴサービス企画本部

長

平成25年４月 当社執行役員

平成26年４月 当社執行役員常務

平成26年６月 当社取締役執行役員常務

（現任）
 

※１ －

取締役 執行役員 松倉　博之
昭和34年

８月25日生

 
昭和58年４月 日本電気株式会社入社

平成18年７月 同社経理部主計室長

平成21年７月 ＮＥＣコーポレーション・

オブ・アメリカ社シニアバ

イスプレジデント兼最高財

務責任者（ＣＦＯ）

平成24年８月 当社経理部長

平成25年４月 当社執行役員兼経理部長

平成25年６月 当社取締役執行役員兼経理

部長（現任）
 

※１ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役 － 庄司　信一
昭和29年

５月13日生

 
昭和52年４月 日本電気株式会社入社

平成21年４月 同社サーバ・ワークステー

ション事業本部長

平成22年４月 ＮＥＣインフロンティア株

式会社取締役執行役員常務

平成22年６月 同社代表取締役社長

平成24年４月 日本電気株式会社執行役員

平成25年４月 同社執行役員常務（現任）

平成26年６月 当社取締役（非常勤）（現

任）
 

※１ －

取締役 － 團　博己
昭和33年

３月15日生

 
昭和55年４月 日本電気株式会社入社

平成21年４月 同社南関東支社長兼神奈川

支社長

平成22年４月 同社東海支社長

平成26年４月 同社執行役員（現任）

平成26年６月 当社取締役（非常勤）（現

任）
 

※１ －

取締役 － 石井　正則
昭和36年

２月23日生

 
昭和59年４月 日本電気株式会社入社

平成21年４月 同社サーバ・ワークステー

ション事業本部保守事業・

品質保証本部長

平成25年４月 同社サポートサービス統括

本部長

平成26年４月 同社執行役員（現任）

平成26年６月 当社取締役（非常勤）（現

任）
 

※１ －

監査役

（常勤）
－ 山崎　政輝

昭和29年

９月12日生

 
昭和51年10月 当社入社

平成19年３月 当社営業管理部長代理

平成21年10月 当社営業管理部長

平成24年６月 当社監査役（現任）
 

※２ －

監査役 － 関澤　裕之
昭和35年

７月６日生

 
昭和58年４月 日本電気株式会社入社

平成21年４月 同社経理部統括マネー

ジャー

平成21年７月 同社経理部主計室長

平成23年６月 当社監査役（非常勤）（現

任）

平成23年７月 日本電気株式会社経理部長

兼経理部計画室長（現任）
 

※３ －

監査役 － 野崎　晃
昭和32年

11月20日生

 
昭和63年４月 弁護士登録

平成７年４月 長島・野崎法律事務所開設

平成15年３月 野崎法律事務所開設

平成19年６月 株式会社整理回収機構常務

執行役員

平成23年６月 当社監査役（非常勤）（現

任）
 

※３ －

    計  －

 

　（注）１．取締役 庄司信一、團博己及び石井正則の３氏は、社外取締役であります。
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２．監査役 関澤裕之及び野崎晃の両氏は、社外監査役であります。

３．当社は、監査役 野崎晃氏を、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に

届け出ております。

４．※１　取締役の任期は、平成26年６月24日から１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時

株主総会の終結の時までであります。

※２　監査役 山崎政輝氏の任期は、平成24年６月20日から４年以内に終了する事業年度のうち最終のもの

に関する定時株主総会の終結の時までであります。

※３　監査役 関澤裕之及び野崎晃の両氏の任期は、平成23年６月20日から４年以内に終了する事業年度の

うち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までであります。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

 　当社は、企業価値の最大化を図るためにはコーポレート・ガバナンスの強化が重要であると認識しており、経営

の透明性及び健全性の確保並びにアカウンタビリティーの向上に努めています。

　① 会社の機関の内容

　　当社は、株主総会のほか、会社法上の機関として、取締役会、監査役会及び会計監査人を設置しています。

また、執行役員制度（取締役会で選任された執行役員が業務執行を行い、取締役会及び監査役がこれを監督・

監視するという経営管理体制）を導入し、意思決定の一層の迅速化及び取締役会の監督・監視機能の強化を

図っています。

(a) 取締役・取締役会

　当社の取締役は、８名です。取締役会は、毎月１回の定時開催に加え、必要に応じて臨時に開催していま

す。なお、取締役の経営責任の明確化を図るため、取締役の任期を１年にしています。

(b) 執行役員・執行役員会議

　執行役員は、取締役会において選任しています。なお、代表取締役（１名）は執行役員社長を兼務していま

す。また、その他の常勤取締役のうち３名が執行役員常務を、１名が執行役員を兼務しています。そのほか、

従業員の執行役員常務が１名、執行役員が10名います。

　なお、取締役会を中心とする意思決定プロセスにおいて適正かつ妥当な経営判断を確保するため、重要な事

項については、執行役員会議（執行役員社長以下の全執行役員をメンバーとする会議体）等において事前に審

議しています。

(c) 監査役・監査役会

　当社の監査役は、３名（うち１名は常勤監査役）です。監査役会は、原則として毎月１回、開催していま

す。監査役は、取締役会に出席し、必要に応じ意見を述べるほか、執行役員会議その他の重要な会議への出

席、取締役や執行役員等からの報告の聴取、重要な決裁書類の閲覧等により取締役の職務の執行を監査してい

ます。なお、監査役のうち１名は、親会社において経理業務の経験を有しており、経理・財務に関する知見を

有しています。また、当社は、監査役の職務を補助する専任スタフ（２名）を配置しています。

(d) 社外取締役及び社外監査役

　当社は、社外の客観的な見地から経営上の助言を受け、コーポレート・ガバナンスを一層強化するため、社

外取締役を選任しています。社外取締役は、取締役８名中３名であり、当社のコーポレート・ガバナンスの強

化のために適切であると考えています。また、社外監査役は、監査役３名中２名であり、実効性のある監査の

ために適切であると考えています。

（イ）独立性に関する基準又は方針

　社外取締役を選任するための当社からの独立性に関する基準又は方針として明確に定めたものはありま

せんが、監査役会からの提案を受け取締役会で制定した社外監査役の独立性に関する方針において、社外

監査役には、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第436条の２第１項に定める独立役員を１名以上

含める旨を定めています。

（ロ）社外取締役

　庄司信一、團博己及び石井正則の３氏は、当社の事業領域に深い見識を有することから、当社の事業戦

略及び事業執行に即した観点からの助言及び監督・監視において、社外取締役としての役割を果たすこと

ができると考えています。
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（ハ）社外監査役

　関澤裕之氏は、当社の親会社における経理業務の経験と専門的な知見により社外監査役としての役割を

果たすことができると考えています。また、野崎晃氏は、弁護士としての専門的な知見を活かして、一般

株主との利益相反が生じるおそれのない客観的な立場から当社の業務執行に関する監査を行うことによ

り、社外監査役としての役割を果たすことができると考えています。

　なお、野崎晃氏は、独立役員です。

（ニ）当社との利害関係

　庄司信一、團博己、石井正則及び関澤裕之の４氏は、当社の親会社である日本電気株式会社の使用人で

す。同社と当社の間には、「［関連当事者情報］当連結会計年度（自平成25年4月1日　至平成26年3月31

日）１．関連当事者との取引」に記載の関係があります。

　庄司信一氏は、当社の親会社の子会社であるＮＥＣソリューションイノベータ株式会社の社外取締役

（非常勤）です。同社は、当社の親会社の子会社であるＮＥＣソフト株式会社が、平成26年４月１日付で

親会社の他の子会社６社と合併し商号を変更したもので、当社と合併前の７社の間には、機器の保守・修

理及び設置等の取引（当事業年度売上高合計1,101百万円、仕入高合計167百万円）があります。

　なお、社外取締役及び社外監査役が他の会社等の役員若しくは従業員である、又はあった場合における

当該他の会社等と当社との当事業年度における取引額が１億円未満のものについては、その記載を省略し

ています。

（ホ）責任限定契約の内容の概要

　当社と各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限

定する契約を締結しています。当該契約に基づく賠償責任限度額は、同法第425条第１項に定める金額の合

計額としています。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外監査役が責任の原因となった職務の

遂行について善意かつ重大な過失がないときに限られます。

　当社と各社外取締役及び各社外監査役との間には、上記の他に利害関係はありません。

(e) 会計監査人

　会計監査人には、有限責任 あずさ監査法人を選任しています。同監査法人は、金融商品取引法に基づく監査

も行っています。
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(f) 内部監査部門、内部統制部門

　当社は、内部監査部門として経営監査部を設置しています。内部監査スタフ（11名）は、法令及び社内規程

の遵守状況並びに事業活動全般の妥当性・効率性等について内部監査を実施しています。

　内部監査部門は、監査について、監査役（社外監査役２名を含む）及び会計監査人との間で、適宜、情報交

換を行う等、緊密に連携しています。

　内部統制部門は、内部統制の状況について、内部監査部門の監査結果を定期的に入手するほか、監査役及び

会計監査人との間で、適宜、意見交換、情報交換を行っています。また、非常勤監査役は、これらの状況及び

内容について、常勤監査役から情報を入手しています。

(g) 現状の体制を採用する理由

　当社は、監査役制度を採用していますが、監査役と会計監査人や内部監査部門の連携、独立役員を含む社外

取締役及び社外監査役の選任、取締役会による執行役員の業務執行の監督・監視といった体制を整備すること

によりコーポレート・ガバナンスが有効に機能しており、現状の体制は適切であると考えています。

　（注） 上記の人員数は提出日（平成26年６月24日）現在のものです。
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　② 内部統制システムの整備の状況

　　当社は、取締役会において「内部統制システムの整備に関する基本方針」を決定し、この基本方針に従って

当社及び当社グループの業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）を整備、運用するとともに、

その整備・運用状況について定期的に評価を行い、改善に努めています。

　当社の内部統制システムの概要は以下のとおりです。

(a) 企業倫理・コンプライアンス体制

　企業倫理及び遵法精神に基づく企業行動の徹底を図るため、当社グループの役員及び従業員が日常の業務遂

行において遵守すべき事項を定める「ＮＥＣフィールディンググループ行動規範」を制定するとともに、法令

遵守を確保するための社内規程やマニュアルを整備し、社内教育等を通じて周知徹底に努めています。

　また、執行役員をメンバーとするコンプライアンス委員会を中心に全社の法令遵守確保のための推進活動を

実施しています。なお、当社の従業員や当社グループ会社・資材取引先会社の従業員が当社グループの法令違

反や不正行為等を発見した場合、不利益を受けることなく直ちに当社に通報できるよう、内部通報窓口（通報

窓口は社外委託先）を設置しています。

　また、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力による不当要求に対しては、警察等の外部専門機

関と緊密に連携し、法的対応を含め、組織的に毅然とした態度で対応するとともに、これら反社会的勢力とは

一切の関係を遮断することとしています。

(b) リスク管理体制

　当社の事業運営に関して発生しうる諸種のリスク（災害、コンプライアンス、環境、品質、情報セキュリ

ティ、財務その他に関するリスク）の管理に関する基本的事項（基本方針や社内体制など）を定める「リスク

マネジメント規程」を制定し、同規程及び関連するその他の社内規程等に基づいて全社のリスク管理を行って

います。

　また、執行役員社長を委員長とするＣＳＲ委員会を設置し、同委員会を中心に社内各部門がリスク管理を実

施し、関係スタフ部門・事業推進部門が、各部門が行うリスク管理を支援しています。なお、経営に重大な影

響を与える不測の事態が発生した場合は、直ちに執行役員社長を本部長とする緊急対策本部を設置し、迅速な

対応を行うこととしています。

　経営判断に関するリスクについては、取締役会、執行役員会議等において十分に議論を尽くし、かつ必要に

応じて外部専門家の意見も徴したうえで意思決定することにより対応しています。

(c) 情報の保存、管理体制

　株主総会、取締役会、執行役員会議等の重要な会議体の議事録、決裁文書、その他業務に関する文書は、法

令及び関連する社内規程等に従って、適切に作成、保存、管理することとしています。また、企業秘密、顧客

情報、個人情報等の適切な保存、管理のための社内規程を制定し、情報セキュリティの確保を図っています。

(d) 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

　当社から子会社に取締役又は監査役を派遣しています。また、遵法体制等の整備に関する指導・支援を行う

とともに、内部監査部門が、子会社に対し定期的に監査を行い、必要に応じ、改善の指導・勧告を行っていま

す。

　当社グループの財務報告に係る内部統制については、金融商品取引法その他の法令に基づき、その評価、維

持、改善等を行うこととしています。

　また、当社グループにおける業務の適正化及び効率化の観点から、業務プロセスの改善及び標準化を推進す

るとともに、情報システムによる一層の統制強化に努めています。

　③ 情報開示

　　当社は、経営の透明性を高めるとともに、市場から適切な企業価値の評価を得るためには、迅速かつ適切で

公平な情報開示が重要であると認識しており、法令や金融商品取引所規則に従った情報開示はもちろんのこ

と、ＩＲ活動の強化やホームページの内容の充実等により自発的な情報開示にも努めています。
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　④ 会計監査の状況

　　有限責任 あずさ監査法人による当事業年度の会計監査の状況は以下のとおりです。

・業務を執行した公認会計士

所属監査法人名 公認会計士の氏名 継続監査年数

 山本　美晃 １年

有限責任 あずさ監査法人 浜田　康 ６年

 構　康二 ６年

　なお、当社と有限責任 あずさ監査法人又は同監査法人の業務執行社員との間には特別の利害関係はありま

せん。

・監査業務に係る補助者の構成

公認会計士　　７名

その他　　　１４名

　⑤ 役員報酬の内容

(a) 役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

 
報酬等の総額

（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる

役員の員数

（人）基本報酬 賞与

取締役

（社外取締役を除く。）
130 99 30 10

監査役

（社外監査役を除く。）
12 12 － 1

社外役員 25 25 － 8

（注）１．平成25年６月20日開催の第57期定時株主総会の終結の時をもって退任した取締役４名（うち社外

取締役１名）の在任中の報酬等の額が含まれています。

２．当社は、平成14年６月18日開催の取締役会において、退職慰労金を廃止しています。

３．当社は、使用人兼務取締役に対し、使用人分の給与を支払っていません。

(b) 役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

　当社は、取締役会において、取締役の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針を以下のとおり定め

ています。

取締役の報酬等は、基本報酬（月額報酬）及び賞与の２種類とし、株主総会で決議された一事業年度の報

酬限度額（２億円）の範囲内で、以下のとおり決定する。

（基本報酬）

代表取締役執行役員社長及び社外取締役の基本報酬の額は、取締役会で決定する。執行役員社長以外の

執行役員を委嘱された取締役の基本報酬については、毎年４月に、取締役会の授権を受けた代表取締役執

行役員社長が、取締役会で定めた執行役員の役位別報酬幅の範囲内で、各取締役の経歴、前期の業務遂行

に対する個人業績評価等を勘案して、当該事業年度に係る額を決定する。

（賞与）

代表取締役執行役員社長の賞与の額は、前期の当社グループの業績等を反映した金額とし、社会水準等

を勘案の上、取締役会の授権を受けた代表取締役執行役員社長が決定する。執行役員社長以外の執行役員

を委嘱された取締役の賞与の額は、前期の当社グループの業績、社会水準、前期の業務遂行に対する個人

業績等を勘案の上、取締役会の授権を受けた代表取締役執行役員社長が決定する。なお、社外取締役に対

しては賞与を支払わない。
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　また、監査役の報酬等は、基本報酬（月額報酬）のみとし、株主総会で決議された一事業年度の報酬限度額

（６千万円）の範囲内で、常勤監査役、独立役員である非常勤監査役、それ以外の非常勤監査役の区分毎に、

監査役の協議により決定しています。
 

　⑥ 株式の保有状況

イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

　　　５銘柄　24百万円

 

ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目

的

　　前事業年度

　　　特定投資株式

　　該当事項はありません。

 

当事業年度

　　　特定投資株式

　　　　該当事項はありません。

 

　⑦ 剰余金の配当等の決定機関

　　当社は、配当等の機動的な決定を可能とするため、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項を

取締役会の決議により定めることができる旨を定款に定めています。

 

　⑧ 取締役の員数

　　当社は、取締役を11名以内とする旨を定款に定めています。

 

　⑨ 取締役の選任決議の要件

　　当社は、取締役の選任決議に関し、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらないものとする旨を定款に定めていま

す。

 

　⑩ 株主総会の特別決議の要件

　　当社は、株主総会の円滑な運営を行うため、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議及び同法第

324条第２項に定める種類株主総会の特別決議に関し、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１

以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めています。

 

　⑪ 取締役会及び監査役の責任免除

　　当社は、取締役及び監査役が期待される役割を十分に発揮できるようにするため、会社法第426条第１項の規

定により、任務を怠ったことによる取締役（取締役であった者を含む）及び監査役（監査役であった者を含

む）の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議で免除することができる旨を定款に定めていま

す。

 

　⑫ 種類株式

　　当社は、種類株式発行会社であって、種類株式ごとに異なる単元株式数を定款に定めています。普通株式の

単元株式数は100株としていますが、Ａ種種類株式については、その発行可能種類株式総数は100株と少なく、

市場での流通を予定していないため、単元株式数は１株としています。また、Ａ種種類株式を譲渡により取得

するには当社の取締役会の承認を受けなければならない旨を定款に定めています。

　　Ａ種種類株式の内容は、「第４ 提出会社の状況　１ 株式等の状況　(1) 株式の総数等　② 発行済株式」

（注）２に記載のとおりです。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 119 － 119 －

連結子会社 4 － 4 －

計 124 － 124 －

（注）当連結会計年度における監査証明業務に基づく報酬には、上記以外に前連結会計年度に係る監査報酬の追加分14百

万円があります。

②【その他重要な報酬の内容】

（前連結会計年度及び当連結会計年度）

　　該当事項はありません。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前連結会計年度及び当連結会計年度）

　　該当事項はありません。

 

④【監査報酬の決定方針】

　　該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　　なお、当連結会計年度（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）の連結財務諸表に含まれる比較情報につ

いては、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成24年９月21日

内閣府令第61号）附則第３条第２項により、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　　なお、当事業年度（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）の財務諸表に含まれる比較情報については、

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成24年９月21日内閣府令

第61号）附則第２条第２項により、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成25年４月１日から平成26年３月

31日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）の財務諸表について有限責

任 あずさ監査法人による監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、公益財団法人財

務会計基準機構へ加入し、会計基準等の内容を適切に把握するとともに、会計基準等の変更等について的確に対応す

るための体制整備を行っております。また、関係する法令・会計制度の動向を把握するため、監査法人やディスク

ロージャー専門会社が主催するセミナーに適時参加しております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当連結会計年度
(平成26年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 11,232 9,914

関係会社預け金 ※１ 23,303 ※１ 29,604

受取手形及び売掛金 ※２ 39,690 41,313

リース投資資産 5 －

商品及び製品 2,077 2,236

仕掛品 992 1,175

原材料及び貯蔵品 18,384 17,636

繰延税金資産 6,603 6,333

その他 1,756 1,618

貸倒引当金 △66 △43

流動資産合計 103,979 109,789

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 4,884 5,116

減価償却累計額 △2,921 △3,152

建物及び構築物（純額） 1,962 1,963

機械装置及び運搬具 11 9

減価償却累計額 △8 △7

機械装置及び運搬具（純額） 2 1

工具、器具及び備品 2,797 2,340

減価償却累計額 △2,483 △1,915

工具、器具及び備品（純額） 313 425

リース資産 1,593 1,531

減価償却累計額 △643 △787

リース資産（純額） 950 744

建設仮勘定 1 18

有形固定資産合計 3,230 3,154

無形固定資産   

ソフトウエア 10,552 10,140

ソフトウエア仮勘定 296 169

その他 50 47

無形固定資産合計 10,898 10,357

投資その他の資産   

投資有価証券 924 959

長期貸付金 1 3

前払年金費用 12,728 －

退職給付に係る資産 － 5,696

繰延税金資産 2,016 3,942

その他 4,813 4,516

貸倒引当金 △289 △114

投資その他の資産合計 20,194 15,004

固定資産合計 34,324 28,516

資産合計 138,303 138,306
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当連結会計年度
(平成26年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※２ 18,974 19,819

リース債務 360 334

未払費用 2,779 3,003

未払法人税等 1,571 2,251

前受金 12,576 13,672

賞与引当金 5,349 5,491

役員賞与引当金 18 19

ポイント引当金 11 17

工事契約等損失引当金 15 30

資産除去債務 20 18

その他 1,596 1,533

流動負債合計 43,273 46,191

固定負債   

リース債務 640 452

退職給付引当金 15,691 －

退職給付に係る負債 － 14,631

資産除去債務 140 92

その他 190 150

固定負債合計 16,662 15,326

負債合計 59,936 61,518

純資産の部   

株主資本   

資本金 9,670 9,670

資本剰余金 10,161 10,161

利益剰余金 58,614 59,555

自己株式 △1 △1

株主資本合計 78,444 79,384

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △64 △41

為替換算調整勘定 △12 38

退職給付に係る調整累計額 － △2,592

その他の包括利益累計額合計 △77 △2,596

純資産合計 78,367 76,788

負債純資産合計 138,303 138,306
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②【連結損益及び包括利益計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

売上高 185,884 187,659

売上原価 ※３,※４ 154,226 ※３,※４ 156,577

売上総利益 31,657 31,082

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 23,568 ※１,※２ 25,290

営業利益 8,088 5,791

営業外収益   

受取利息及び配当金 70 77

保険事務手数料 45 45

販売報奨金 28 25

保険配当金 136 194

受取保険金 1 58

受取補償金 6 14

その他 30 41

営業外収益合計 319 457

営業外費用   

支払利息 20 20

固定資産廃棄損 80 17

為替差損 16 －

事務所移転費用 46 203

システム移行費用 1,560 －

データセンター統合費用 － 54

休止固定資産減価償却費 20 14

その他 47 7

営業外費用合計 1,791 316

経常利益 6,616 5,932

税金等調整前当期純利益 6,616 5,932

法人税、住民税及び事業税 2,979 3,039

法人税等調整額 77 △229

法人税等合計 3,057 2,810

少数株主損益調整前当期純利益 3,559 3,122

当期純利益 3,559 3,122

少数株主損益調整前当期純利益 3,559 3,122

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 35 22

為替換算調整勘定 12 51

その他の包括利益合計 ※５,※６ 48 ※５,※６ 74

包括利益 3,607 3,196

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 3,607 3,196

少数株主に係る包括利益 － －
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自平成24年４月１日　至平成25年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 9,670 10,161 57,236 △1 77,066

当期変動額      

剰余金の配当   △2,181  △2,181

当期純利益   3,559  3,559

自己株式の取得    △0 △0

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 － － 1,377 △0 1,377

当期末残高 9,670 10,161 58,614 △1 78,444

 

      

 その他の包括利益累計額

純資産合計
 

その他有価証券評価
差額金

為替換算調整勘定
退職給付に係る調整

累計額
その他の包括利益累
計額合計

当期首残高 △99 △25 － △125 76,941

当期変動額      

剰余金の配当     △2,181

当期純利益     3,559

自己株式の取得     △0

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

35 12 － 48 48

当期変動額合計 35 12 － 48 1,425

当期末残高 △64 △12 － △77 78,367
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当連結会計年度（自平成25年４月１日　至平成26年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 9,670 10,161 58,614 △1 78,444

当期変動額      

剰余金の配当   △2,181  △2,181

当期純利益   3,122  3,122

自己株式の取得    △0 △0

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 － － 940 △0 939

当期末残高 9,670 10,161 59,555 △1 79,384

 

      

 その他の包括利益累計額

純資産合計
 

その他有価証券評価
差額金

為替換算調整勘定
退職給付に係る調整

累計額
その他の包括利益累
計額合計

当期首残高 △64 △12 － △77 78,367

当期変動額      

剰余金の配当     △2,181

当期純利益     3,122

自己株式の取得     △0

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

22 51 △2,592 △2,518 △2,518

当期変動額合計 22 51 △2,592 △2,518 △1,578

当期末残高 △41 38 △2,592 △2,596 76,788
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 6,616 5,932

減価償却費 2,727 2,988

のれん償却額 49 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 137 △198

賞与引当金の増減額（△は減少） 493 141

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 0 1

退職給付引当金の増減額（△は減少） △55 △15,691

ポイント引当金の増減額（△は減少） △4 6

工事契約等損失引当金の増減額（△は減少） 13 14

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － 16,069

受取利息及び受取配当金 △70 △77

支払利息 20 20

有形固定資産廃棄損 70 9

有形固定資産売却損益（△は益） △0 △0

無形固定資産廃棄損 10 7

システム移行費用 1,560 －

データセンター統合費用 － 54

事務所移転費用 － 203

売上債権の増減額（△は増加） 261 △1,623

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,991 406

前払年金費用の増減額（△は増加） 8 12,728

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） － △11,167

その他の資産の増減額（△は増加） 425 316

仕入債務の増減額（△は減少） △1,311 844

未払費用の増減額（△は減少） 12 21

未払事業税の増減額（△は減少） △18 137

未払消費税等の増減額（△は減少） 154 △143

前受金の増減額（△は減少） 1,456 1,096

その他の負債の増減額（△は減少） 146 △272

その他 1 △0

小計 14,697 11,825

利息及び配当金の受取額 68 76

利息の支払額 △20 △20

システム移行費用の支払額 △1,420 －

データセンター統合費用の支払額 － △45

法人税等の支払額 △3,756 △2,496

営業活動によるキャッシュ・フロー 9,568 9,339
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △370 △510

有形固定資産の売却による収入 0 0

無形固定資産の取得による支出 △1,668 △1,436

その他 69 101

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,969 △1,845

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △0 △0

リース債務の返済による支出 △412 △378

配当金の支払額 △2,181 △2,183

その他 △18 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,612 △2,562

現金及び現金同等物に係る換算差額 12 51

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 4,998 4,982

現金及び現金同等物の期首残高 29,536 34,535

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 34,535 ※１ 39,518
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

 連結子会社の数 4社

連結子会社の名称

エヌデック㈱

ＮＥＣフィールディングサポートクルー㈱

ＮＥＣフィールディングシステムテクノロジー㈱

ＮＥＣ飛鼎克信息技術服務（北京）有限公司

 

２．持分法の適用に関する事項

　非連結子会社及び関連会社はありませんので、該当事項はありません。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

 連結子会社のうち、ＮＥＣ飛鼎克信息技術服務（北京）有限公司の決算日は、12月31日であります。連結財務諸

表の作成に当たっては、同決算日現在の財務諸表を使用しております。

　ただし、１月１日から連結決算日３月31日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を

行っております。

 

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

イ 有価証券

　その他有価証券

時価のあるもの

 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用しております。

時価のないもの

 移動平均法による原価法を採用しております。

ロ たな卸資産

　商品及び製品、原材料及び貯蔵品

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用し

ております。

　仕掛品

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用して

おります。

 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ 有形固定資産（リース資産を除く）

 当社及び在外連結子会社は定額法を、また、国内連結子会社は定率法を採用しております。

 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 ２～47年

機械装置及び運搬具 ５年

工具、器具及び備品 ２～20年

ロ 無形固定資産（リース資産を除く）

 定額法を採用しております。

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（最長８年）に基づいております。

ハ リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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(3）重要な引当金の計上基準

イ 貸倒引当金

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、当社及び連結子会社は一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ 賞与引当金

 当社及び連結子会社は、従業員に対する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年度末に

おいて発生していると認められる額を計上しております。

ハ 役員賞与引当金

 当社は、役員に対する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年度末において発生してい

ると認められる額を計上しております。

ニ ポイント引当金

 顧客に付与されたポイントの使用による費用発生に備えるため、当連結会計年度末において将来使用される

と見込まれる額を計上しております。

ホ　工事契約等損失引当金

　採算性の悪化した工事契約に係る将来の損失に備えるため、翌連結会計年度以降に発生することとなる損失

見込額を計上しています。

 

(4）退職給付に係る会計処理の方法

イ 退職給付見込額の期間帰属方法

 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、期間定額基準によっております。

ロ 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

 過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（14～17年）による定額法に

より費用処理しております。

 数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（12～18年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとして

おります。

 

 

(5）重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

イ 当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

 工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

ロ その他の工事

 工事完成基準

 

(6）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。なお、在外子会社等の資産及び負債は、在外子会社等の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益

及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上し

ております。

 

(7）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。
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(8）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

イ 消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は、当連結

会計年度の費用として処理しております。

ロ 連結納税制度の適用

 連結納税制度を適用しております。

 

５．金額の表示方法

　金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

 

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、当連結会計年度末より適用し（ただし、退職給付会計基準第35項本文及び退

職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めを除く。）、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を退職給付

に係る負債又は退職給付に係る資産として計上する方法に変更し、未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費

用を退職給付に係る負債又は退職給付に係る資産に計上しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っており、当連結

会計年度末において、当該変更に伴う影響額をその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に加減してお

ります。

　この結果、当連結会計年度末において、退職給付に係る負債が146億31百万円、退職給付に係る資産が56億96百

万円計上されております。また、繰延税金資産が14億39百万円増加し、その他の包括利益累計額が25億92百万円減

少しております。

　なお、１株当たり純資産額は28.93円減少しております。

 

（未適用の会計基準等）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日）及び「退職給付に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日）

 

　(1) 概要

　　　本会計基準は、財務報告を改善する観点及び国際的な動向を踏まえ、未認識数理計算上の差異及び未認識過去

勤務費用の処理方法、退職給付債務及び勤務費用の計算方法並びに開示の拡充を中心に改正されたものです。

 

　(2) 適用予定日

　　　退職給付債務及び勤務費用の計算方法の改正につきましては、平成27年３月期の期首より適用予定です。

 

　(3) 当該会計基準等の適用による影響

　　　当該会計基準を適用することにより、翌連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益は、

それぞれ114百万円増加する予定です。

 

（表示方法の変更）

（連結損益及び包括利益計算書）

　前連結会計年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「事務所移転費用」は、営業外費用の総

額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映さ

せるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外費用」の「その他」に表示していた93百万円

は、「事務所移転費用」46百万円、「その他」47百万円として組み替えております。
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（連結貸借対照表関係）

※１　前連結会計年度及び当連結会計年度の「関係会社預け金」は日本電気㈱グループの資金効率向上をはかるための

資金集中管理システムの前連結会計年度末及び当連結会計年度末残高であります。

 

※２　連結会計年度末日満期手形

　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、前連結

会計年度の末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が前連結会計年度末残高に含まれ

ております。

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当連結会計年度

（平成26年３月31日）

受取手形 343百万円 －百万円

支払手形 191 －

 

（連結損益及び包括利益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前連結会計年度

（自　平成24年４月１日
　　至　平成25年３月31日）

　当連結会計年度
（自　平成25年４月１日
　　至　平成26年３月31日）

給料手当 11,111百万円 11,773百万円

賞与引当金繰入額 1,199 1,248

退職給付費用 675 1,021

 

※２　一般管理費に含まれる研究開発費の総額

　前連結会計年度
（自　平成24年４月１日
　　至　平成25年３月31日）

　当連結会計年度
（自　平成25年４月１日
　　至　平成26年３月31日）

52百万円 4百万円

 

※３　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれており

ます。

 
　前連結会計年度

（自　平成24年４月１日
　　至　平成25年３月31日）

　当連結会計年度
（自　平成25年４月１日
　　至　平成26年３月31日）

売上原価 △942百万円 △56百万円

 

※４　売上原価に含まれている工事契約等損失引当金繰入額

前連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

6百万円 14百万円
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※５ その他の包括利益に係る組替調整額

 
前連結会計年度

（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 54百万円 35百万円

組替調整額 － －

計 54 35

為替換算調整勘定：   

当期発生額 12 51

税効果調整前合計 67 86

税効果額 △19 △12

その他の包括利益合計 48 74

 

※６ その他の包括利益に係る税効果額

 
前連結会計年度

（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   

税効果調整前 54百万円 35百万円

税効果額 △19 △12

税効果調整後 35 22

為替換算調整勘定：   

税効果調整前 12 51

税効果額 － －

税効果調整後 12 51

その他の包括利益合計   

税効果調整前 67 86

税効果額 △19 △12

税効果調整後 48 74
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自平成24年４月１日　至平成25年３月31日）

 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 54,540,000 － － 54,540,000

合計 54,540,000 － － 54,540,000

自己株式     

普通株式 652 41 － 693

合計 652 41 － 693

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加41株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

 

２．配当に関する事項

 

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成24年５月15日

取締役会
普通株式 1,090 20 平成24年３月31日 平成24年５月31日

平成24年10月26日

取締役会
普通株式 1,090 20 平成24年９月30日 平成24年11月30日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成25年４月25日

取締役会
普通株式 1,090 利益剰余金 20 平成25年３月31日 平成25年５月31日
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当連結会計年度（自平成25年４月１日　至平成26年３月31日）

 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 54,540,000 － － 54,540,000

合計 54,540,000 － － 54,540,000

自己株式     

普通株式 693 470 － 1,163

合計 693 470 － 1,163

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加470株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

 

２．配当に関する事項

 

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成25年４月25日

取締役会
普通株式 1,090 20 平成25年３月31日 平成25年５月31日

平成25年10月25日

取締役会
普通株式 1,090 20 平成25年９月30日 平成25年11月29日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　　該当事項はありません。

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
 
 

前連結会計年度
（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

現金及び預金勘定 11,232百万円 9,914百万円

関係会社預け金 23,303 29,604 

現金及び現金同等物 34,535 39,518 

 

　　２ 重要な非資金取引の内容

　当連結会計年度に新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び債務の額は以下のとおりでありま

す。

 
 
 

前連結会計年度
（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

リース資産 615百万円 146百万円

リース債務 618 147 
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（リース取引関係）

ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

① リース資産の内容

（ア）有形固定資産

　主として、社内ＩＴ設備（工具、器具及び備品）及び車両であります。

（イ）無形固定資産

　ソフトウェアであります。

② リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項 （2）重要な減価償却資産

の減価償却の方法」に記載のとおりであります。
 

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については一時的な余資を預金もしくは安全性の高い金融資産で運用を行うこ

ととしております。資金調達については、策定された資金計画に基づき、所要資金の使途を勘案のうえ、金

融機関からの長短借入金、株式の発行、社債の発行等によりこれを行うこととしております。

(2)金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

　投資有価証券は、主に満期があるその他有価証券（債券）及び取引先企業との業務上の関係を有する企業

の株式であり、市場価格の変動リスクや当該企業の業績変動リスクに晒されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが６ヶ月以内の支払期日であります。

　ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであ

り、償還日は決算日後、最長で約６年後であります。

(3)金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社及び連結子会社は、営業債権について、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手

ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図って

おります。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　当社及び連結子会社は、市場価格のある投資有価証券については、定期的に時価を把握し、保有意義を

継続的に見直しております。

③　株式発行体の業績変動リスクの管理

　当社及び連結子会社は、市場価格のない投資有価証券については、定期的に発行体（取引先企業）の財

務状況等を把握し、当該企業との関係を勘案して保有意義を継続的に見直しております。

④　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社及び連結子会社は、適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性を適度な水準に維持

することなどにより、流動性リスクを管理しております。

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用す

ることにより、当該価額が変動することもあります。

２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握する

ことが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。
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前連結会計年度（平成25年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価

（百万円）
差額

（百万円）

(1）現金及び預金 11,232 11,232 －

(2）関係会社預け金 23,303 23,303 －

(3）受取手形及び売掛金 39,690 39,690 －

(4）投資有価証券 900 900 －

資産計 75,125 75,125 －

(1）支払手形及び買掛金 18,974 18,974 －

(2）リース債務（流動負債） 360 375 14

(3）リース債務（固定負債） 640 626 △13

負債計 19,975 19,976 1

 

当連結会計年度（平成26年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価

（百万円）
差額

（百万円）

(1）現金及び預金 9,914 9,914 －

(2）関係会社預け金 29,604 29,604 －

(3）受取手形及び売掛金 41,313 41,313 －

(4）投資有価証券 935 935 －

資産計 81,767 81,767 －

(1）支払手形及び買掛金 19,819 19,819 －

(2）リース債務（流動負債） 334 344 10

(3）リース債務（固定負債） 452 445 △7

負債計 20,606 20,609 3

 

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　産

(1)現金及び預金、(2)関係会社預け金、(3)受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。

(4)投資有価証券

　当社が保有する投資有価証券のうち、時価のあるものは満期があるその他有価証券（債券）であり、こ

れらは取引金融機関から提示された価格によっております。

負　債

(1)支払手形及び買掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。

(2)リース債務（流動負債）、(3)リース債務（固定負債）

　これらの時価は、元利金の合計額を、新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割り引

いた現在価値により算定しております。
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　　　２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額（百万円）

区分
前連結会計年度

（平成25年３月31日）

当連結会計年度

（平成26年３月31日）

　非上場株式 24 24

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(4)投資

有価証券」には含めておりません。

　　　３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成25年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 11,232 － － －

関係会社預け金 23,303 － － －

受取手形及び売掛金 39,689 0 － －

投資有価証券     

その他有価証券のうち満期が

あるもの
    

債券 － － － 1,000

合計 74,225 0 － 1,000

 

当連結会計年度（平成26年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 9,914 － － －

関係会社預け金 29,604 － － －

受取手形及び売掛金 41,313 0 － －

投資有価証券     

その他有価証券のうち満期が

あるもの
    

債券 － － － 1,000

合計 80,831 0 － 1,000

 

　　　４．リース債務の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（平成25年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

リース債務 360 294 209 88 36 11

 

当連結会計年度（平成26年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

リース債務 334 250 125 58 17 0
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（有価証券関係）

その他有価証券

前連結会計年度（平成25年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

(1）株式 － － －

(2）債券    

①　国債・地方債

等
－ － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

(1）株式 － － －

(2）債券    

①　国債・地方債

等
－ － －

②　社債 － － －

③　その他 900 1,000 △99

(3）その他 － － －

小計 900 1,000 △99

合計 900 1,000 △99

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額　24百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困

難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。
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その他有価証券

当連結会計年度（平成26年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

(1）株式 － － －

(2）債券    

①　国債・地方債

等
－ － －

②　社債 － － －

③　その他 － －  

(3）その他 － － －

小計 － － －

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

(1）株式 － － －

(2）債券    

①　国債・地方債

等
－ － －

②　社債 － － －

③　その他 935 1,000 △64

(3）その他 － － －

小計 935 1,000 △64

合計 935 1,000 △64

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額　24百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困

難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 

（デリバティブ取引関係）

　当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。
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（退職給付関係）

前連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

 

１．採用している退職給付制度の概要

　当社及び連結子会社は、従業員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度及び確定拠出制度

を採用しております。

　確定給付制度においては、確定給付企業年金制度（積立型制度）及び退職一時金制度（非積立型制度であるが

退職給付信託を設定した結果、積立型となっている）を設けており、従業員の職階と成績等に応じて付与される

ポイントの累計数に基づいて給付額を計算するポイント制を採用しております。

　また、確定給付企業年金制度にキャッシュバランスプランを導入しており、この制度のもとでは、年金加入者

の個人別勘定に、市場金利を基とした再評価率等により計算された利息ポイントの付与を行っております。

　なお、一部の連結子会社は簡便法により、退職給付に係る負債及び退職給付費用を計算しております。

 

２．退職給付債務に関する事項

(1）退職給付債務（百万円） △61,235

(2）年金資産（百万円）（退職給付信託を含む） 46,613

(3）未積立退職給付債務 (1)＋(2)（百万円） △14,622

(4）未認識数理計算上の差異（百万円） 17,782

(5）未認識過去勤務債務（債務の減額）（百万円） △6,123

(6）連結貸借対照表計上額純額 (3)＋(4)＋(5)（百万円） △2,963

(7）前払年金費用（百万円） 12,728

(8）退職給付引当金 (6)－(7)（百万円） △15,691

 

（注）１．未認識過去勤務債務（債務の減額）は、平成16年１月１日に厚生年金基金の代行部分の返上及び厚生年金基

金から企業年金基金への移行の認可を受け、確定給付型の企業年金基金制度へ移行したこと及び退職金制度

の改定を行ったことにより発生したもの、並びに平成19年10月１日に従来の確定給付型年金制度を改訂し、

また、将来分の一部に確定拠出型年金制度等を導入し、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企

業会計基準適用指針第1号平成14年１月31日）を適用したことによるものであります。

　　　２．一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

 

３．退職給付費用に関する事項

退職給付費用（百万円） 3,610

(1）勤務費用（百万円） 2,021

(2）利息費用（百万円） 1,263

(3）期待運用収益（百万円） △1,046

(4）過去勤務債務の費用処理額（百万円） △749

(5）数理計算上の差異の費用処理額（百万円） 1,479

(6）その他（百万円） 643

 

 （注）１．「(6)その他」は、主に確定拠出年金への掛金支払額であります。

　　　２．過去勤務債務の費用処理額については、「２．退職給付債務に関する事項」の(注)１に記載の過去勤務債務

に係る費用処理額であります。
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４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1）割引率（％） 当　社 1.4

 子会社 1.7

(2）期待運用収益率（％） 当　社 2.8

 子会社 2.0

(3）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

(4）過去勤務債務の額の処理年数（年） 14～17

(5）数理計算上の差異の処理年数（年） 　12～18

 

 

当連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

 

１．採用している退職給付制度の概要

　当社及び連結子会社は、従業員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度及び確定拠出制度を

採用しております。

　確定給付制度においては、確定給付企業年金制度（積立型制度）及び退職一時金制度（非積立型制度であるが退

職給付信託を設定した結果、積立型となっている）を設けており、従業員の職階と成績等に応じて付与されるポイ

ントの累計数に基づいて給付額を計算するポイント制を採用しております。

　また、確定給付企業年金制度にキャッシュバランスプランを導入しており、この制度のもとでは、年金加入者の

個人別勘定に、市場金利を基とした再評価率等により計算された利息ポイントの付与を行っております。

　なお、一部の連結子会社は簡便法により、退職給付に係る負債及び退職給付費用を計算しております。

 

２．確定給付制度

　（１）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表（簡便法を適用した制度を除く。）

(1）期首における退職給付債務（百万円） 61,123

(2）勤務費用（百万円） 2,400

(3）利息費用（百万円） 1,203

(4）数理計算上の差異の当期発生額（百万円） △622

(5）退職給付の支払額（百万円） △2,584

(6）その他（百万円） 187

(7）期末における退職給付債務（百万円） 61,707

 

　（２）年金資産の期首残高と期末残高の調整表（簡便法を適用した制度を除く。）

(1）期首における年金資産（百万円） 46,528

(2）期待運用収益（百万円） 1,012

(3）数理計算上の差異の当期発生額（百万円） 5,083

(4）事業主からの拠出額（百万円） 1,549

(5）退職給付の支払額（百万円） △1,498

(6）その他（百万円） 135

(7）期末における年金資産（百万円） 52,810
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　（３）簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

(1）退職給付に係る負債の期首残高（百万円） 26

(2）退職給付費用（百万円） 17

(3）退職給付への支払額（百万円） △0

(4）制度への拠出額（百万円） △6

(5）退職給付に係る負債の期末残高（百万円） 37

 

　（４）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び資産の調整表

(1）積立型制度の退職給付債務（百万円） 61,641

(2）年金資産（百万円） △52,915

 8,726

(3）非積立型制度の退職給付債務（百万円） 208

(4）連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額（百万円） 8,934

(5）退職給付に係る負債（百万円） 14,631

(6）退職給付に係る資産（百万円） △5,696

(7）連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額（百万円） 8,934

（注）簡便法を適用した制度を含みます。

 

　（５）退職給付費用及びその内訳項目の金額

(1）勤務費用（百万円） 2,400

(2）利息費用（百万円） 1,203

(3）期待運用収益（百万円） △1,012

(4）数理計算上の差異の当期の費用処理額（百万円） 2,654

(5）過去勤務費用の当期の費用処理額（百万円） △735

(6）簡便法で計算した費用処理額（百万円） 17

(7）その他（百万円） 155

(8）合計（百万円） 4,684

 

　（６）退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

(1）未認識過去勤務費用（百万円） △5,388

(2）未認識数理計算上の差異（百万円） 9,421

(3）合計（百万円） 4,032
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　（７）年金資産に関する事項

①年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

(1）債券 51%

(2）株式 38%

(3）その他 11%

(4）合計 100%

（注）年金資産合計には、企業年金制度及び退職一時金制度に対して設定した退職給付信託が当連結会計年度

に11％含まれております。

 

　　　②長期期待運用収益率の設定方法に関する記載

　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成

する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

 

　（８）数理計算上の計算基礎に関する事項

期末における主要な数理計算上の基礎

(1）割引率 主として1.4％

(2）長期期待運用収益率 主として2.5％

 

３．確定拠出制度

　当社及び連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、4億44百万円であります。

 

 

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
 

当連結会計年度

（平成26年３月31日）

繰延税金資産    

賞与引当金 2,038百万円 1.962百万円

未払事業税 99  172

退職給付引当金

退職給付に係る負債

1,350

－

 －

3,493

たな卸資産評価損 4,015  3,737

減価償却超過額 430  283

その他 1,235  1,381

繰延税金資産小計 9,168  11,030

評価性引当額 △548  △754

繰延税金資産合計 8,620  10,276

繰延税金資産の純額 8,620  10,276

 

（注）繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
 

当連結会計年度

（平成26年３月31日）

    

流動資産－繰延税金資産 6,603百万円 6,333百万円

固定資産－繰延税金資産

 

2,016  3,942
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
 

当連結会計年度

（平成26年３月31日）

法定実効税率 38.0％  38.0％

（調整）    

地方税の均等割額 2.5  2.8

永久否認額（交際費等） 0.3  0.1

評価性引当金の増減額 1.2  0.5

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 －  7.2

のれん償却額等 4.6  －

その他 △0.4  △1.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 46.2  47.3

 

３．法人税等の税率変更による繰延税金資産の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、平成26年４月１日以

後に開始する連結会計年度から復興特別法人税が課されないことになりました。これに伴い、繰延税金資産の計算に使

用する法定実効税率は、平成26年４月1日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については従来の

38.0％から35.6％になります。

この税率変更により、繰延税金資産の金額は、427百万円減少し、法人税等調整額が同額増加しております。
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（企業結合等関係）

該当事項はありません。

 

（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

イ　当該資産除去債務の概要

　事務所等の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

 

ロ　当該資産除去債務の金額の算定方法

　使用見込期間を取得から15年と見積り、割引率は0.3％を使用して資産除去債務の金額を計算しておりま

す。

 

ハ　当該資産除去債務の総額の増減

 
前連結会計年度

（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

期首残高 145百万円 161百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額  40 －

時の経過による調整額  1 0

その他増減額（△は減少）  △26 △51

期末残高  161 110
 
 

 

（賃貸等不動産関係）

 当社及び連結子会社は、重要な賃貸等不動産を保有していないため、賃貸等不動産の時価等に関する注記を省

略しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、取り扱う製品・サービスについて国内及び海外の包括的な戦略を立案する複数の事業推進本部を設

置し、事業活動を展開しております。

　したがって、当社の事業は、事業推進本部を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されてお

り、「保守サービス」、「システム展開サービス」、「サプライサービス」及び「運用サポートサービス」の

４つを報告セグメントとしております。

　「保守サービス」は、ＩＴシステムに関する保守・修理サービスを提供しております。

　「システム展開サービス」は、ＩＴシステムの導入支援、セットアップ、移設、増設、撤去作業並びにネッ

トワークシステム構築、及び電源・空調・耐震設備・セキュリティシステム等の設置サービスを提供しており

ます。

　「サプライサービス」は、コンピュータ用品、ＯＡ機器、ソフトウェア等を販売しております。

　「運用サポートサービス」は、ＩＴシステムの運用・管理代行等のサポートサービスを提供しております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」

における記載と概ね同一であります。

　報告セグメントの利益又は損失は、営業利益又は営業損失の数値であります。

　報告セグメントの資産は、たな卸資産の数値であります。

　セグメント間の内部収益は市場実勢価格に基づいております。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

　前連結会計年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日）

    （単位：百万円）

 報告セグメント

合計
 保守サービス

システム展開
サービス

サプライサー
ビス

運用サポート
サービス

売上高      

外部顧客への売上高 91,467 30,616 44,646 19,152 185,884

セグメント間の内部売
上高又は振替高

0 0 9 0 10

計 91,467 30,617 44,656 19,153 185,895

セグメント利益又は損失

（△）
15,771 △168 327 1,651 17,581

セグメント資産 18,689 458 2,230 76 21,455
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　当連結会計年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日）

    （単位：百万円）

 報告セグメント

合計
 保守サービス

システム展開
サービス

サプライサー
ビス

運用サポート
サービス

売上高      

外部顧客への売上高 87,983 31,947 48,893 18,835 187,659

セグメント間の内部売
上高又は振替高

0 0 11 0 12

計 87,983 31,947 48,904 18,836 187,672

セグメント利益又は損失

（△）
15,385 △1,389 1,051 1,898 16,947

セグメント資産 17,865 449 2,671 62 21,049

 

　４．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）

売上高 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 185,895 187,672

セグメント間取引消去 △10 △12

連結財務諸表の売上高 185,884 187,659

 
（単位：百万円）

利益 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 17,581 16,947

全社費用（注） △9,493 △11,155

連結財務諸表の営業利益 8,088 5,791

（注）全社費用は、報告セグメントに帰属しない当社の総務部門・経理部門等の一般管理費部門に係る費用で
あります。

（単位：百万円）

資産 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 21,455 21,049

全社資産（注） 116,848 117,257

連結財務諸表の資産合計 138,303 138,306

（注）全社資産は、報告セグメントに帰属しない資産であります。
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【関連情報】

前連結会計年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　報告セグメントと同一区分のため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記

載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）
 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント

日本電気株式会社 101,433

保守サービス、システム展開

サービス、サプライサービス、

運用サポートサービス

 

当連結会計年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　報告セグメントと同一区分のため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記

載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）
 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント

日本電気株式会社 98,691

保守サービス、システム展開

サービス、サプライサービス、

運用サポートサービス

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自平成24年４月１日　至平成25年３月31日）及び当連結会計年度（自平成25年４月１日　至平成

26年３月31日）

該当事項はありません。
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【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日）

    （単位：百万円）

 保守サービス
システム展開
サービス

サプライサービ
ス

運用サポート
サービス

合計

当期償却額 23 20 2 2 49

 

当連結会計年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日）

該当事項はありません。
 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自平成24年４月１日　至平成25年３月31日）及び当連結会計年度（自平成25年４月１日　至平

成26年３月31日）

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

　　連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

(1）連結財務諸表提出会社の親会社及び法人主要株主等

前連結会計年度（自平成24年４月１日　至平成25年３月31日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所
有)割合
（％）

関連当事者との
関係
 

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

親会社 日本電気㈱
東京都

港区
397,199

SI/サービ

ス、ソフト

ウェア、

サーバ、パ

ソコン等の

ハードウェ

アを含む

「ITソ

リューショ

ン」事業及

び携帯電話

からブロー

ドバンド

ネットワー

ク製品、社

会インフラ

を含む

「ネット

ワークソ

リューショ

ン」事業等

(被所有)

67.11

（29.88）

機器の保守・

修理及び設置

等の受託、保

守部品、サプ

ライ品（消耗

品）等の仕入

 

役員の兼任

3人

機器の保

守・設置、

サプライ品

の販売

101,001

受取手

形及び

売掛金

20,343

前受金 4,172

製品、部材

の仕入
29,431

支払手

形及び

買掛金

4,193

資金

の寄

託

預入 416,104

関係会

社預け

金

23,000

払出 414,104

受取

利息
68

　（注）１．　取引条件ないし取引条件の決定方針については、市場価格を勘案し、当社と関連を有しない会社との取引

と同様に決定しております。

２．　関係会社預け金を除く上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等

が含まれております。

３．　「議決権等の所有（被所有）割合（％）」欄の(29.88％)は、退職給付信託契約上、日本電気株式会社が

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（三井住友信託銀行再信託分・日本電気株式会社退職給付信託

口）に対し、当該株式に属する議決権の行使に関する指図権を有する所有割合で、「67.11％」の内数を示

したものであります。
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当連結会計年度（自平成25年４月１日　至平成26年３月31日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所
有)割合
（％）

関連当事者との
関係
 

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

親会社 日本電気㈱
東京都

港区
397,199

SI/サービ

ス、ソフト

ウェア、

サーバ、パ

ソコン等の

ハードウェ

アを含む

「ITソ

リューショ

ン」事業及

び携帯電話

からブロー

ドバンド

ネットワー

ク製品、社

会インフラ

を含む

「ネット

ワークソ

リューショ

ン」事業等

(被所有)

97.20

（29.88）

機器の保守・

修理及び設置

等の受託、保

守部品、サプ

ライ品（消耗

品）等の仕入

 

役員の兼任

3人

機器の保

守・設置、

サプライ品

の販売

98,180

受取手

形及び

売掛金

20,647

前受金 4,578

製品、部材

の仕入
34,178

支払手

形及び

買掛金

5,673

資金

の寄

託

預入 379,725

関係会

社預け

金

29,000

払出 373,725

受取

利息
73

　（注）１．　取引条件ないし取引条件の決定方針については、市場価格を勘案し、当社と関連を有しない会社との取引

と同様に決定しております。

２．　関係会社預け金を除く上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等

が含まれております。

３．　「議決権等の所有（被所有）割合（％）」欄の(29.88％)は、退職給付信託契約上、日本電気株式会社が

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（三井住友信託銀行再信託分・日本電気株式会社退職給付信託

口）に対し、当該株式に属する議決権の行使に関する指図権を有する所有割合で、「97.20％」の内数を示

したものであります。
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(2）連結財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

前連結会計年度（自平成24年４月１日　至平成25年３月31日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所
有)割合
（％）

関連当事者と
の関係
 

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

同一の

親会社

を持つ

会社

ＮＥＣイン

フロンティ

ア㈱

神奈川

県川崎

市

10,331

企業ネット

ワークコ

ミュニケー

ション事

業、流通情

報システム

及び各業

種・業態向

け端末事業

－

機器の保

守・修理及

び設置等の

受託

 

機器の保守・

修理及び設置

等の受託

7,031

受取手

形及び

売掛金

1,416

同一の

親会社

を持つ

会社

ＮＥＣファ

シリティー

ズ㈱

東京都

港区
240

土木建築そ

の他各種工

事の設計、

請負、監督

及び施工

不動産の管

理、売買、

賃貸借、仲

介、分譲、

保守及び修

理

－
不動産の賃

借等

不動

産の

賃借

敷金・保

証金の差

入

1

差入保

証金
1,641

敷金・保

証金の返

還

85

（注）１．取引条件ないし取引条件の決定方針については、市場価格を勘案し、当社と関連を有しない会社との取引と同

様に決定しております。

　　　２．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
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当連結会計年度（自平成25年４月１日　至平成26年３月31日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所
有)割合
（％）

関連当事者と
の関係
 

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

同一の

親会社

を持つ

会社

ＮＥＣイン

フロンティ

ア㈱

神奈川

県川崎

市

10,331

企業ネット

ワークコ

ミュニケー

ション事

業、流通情

報システム

及び各業

種・業態向

け端末事業

－

機器の保

守・修理及

び設置等の

受託

 

機器の保守・

修理及び設置

等の受託

6,718

受取手

形及び

売掛金

1,445

同一の

親会社

を持つ

会社

ＮＥＣファ

シリティー

ズ㈱

東京都

港区
240

土木建築そ

の他各種工

事の設計、

請負、監督

及び施工

不動産の管

理、売買、

賃貸借、仲

介、分譲、

保守及び修

理

－
不動産の賃

借等

不動

産の

賃借

敷金・保

証金の差

入

10

差入保

証金
1,587

敷金・保

証金の返

還

64

（注）１．取引条件ないし取引条件の決定方針については、市場価格を勘案し、当社と関連を有しない会社との取引と同

様に決定しております。

　　　２．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

　(1) 親会社情報

　　日本電気株式会社（株式会社東京証券取引所に上場）

　(2) 重要な関連会社の要約財務情報

　　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

 
１株当たり純資産額 1,436.89円

１株当たり当期純利益金額 65.26円
 

 
１株当たり純資産額 1,407.96円

１株当たり当期純利益金額 57.25円
 

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

当期純利益（百万円） 3,559 3,122

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 3,559 3,122

普通株式の期中平均株式数（株） 54,539,327 54,539,266

 
 
（重要な後発事象）

　　該当事項はありません。

 

 

⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

１年以内に返済予定のリース債務 360 334 2.0 －

リース債務（１年以内に返済予定のものを除
く。）

640 452 2.2 平成27年～32年

合計 1,000 787 　　　　　 － －

　（注）１．平均利率については、期末リース債務残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

リース債務 250 125 58 17

 

【資産除去債務明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

事務所等の不動産賃貸借契約
に伴う原状回復義務等

161 0 51 110
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（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（百万円） 41,397 87,086 131,691 187,659

税金等調整前四半期（当期）

純利益又は税金等調整前四半

期純損失（△）（百万円）

△430 1,005 2,792 5,932

四半期（当期）純利益又は四

半期純損失（△）（百万円）
△257 620 1,714 3,122

１株当たり四半期（当期）純

利益又は四半期純損失（△）

（円）

△4.73 11.37 31.43 57.25

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益又は

四半期純損失（△）（円）
△4.73 16.10 20.06 25.82
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 9,569 8,659

関係会社預け金 ※２ 23,000 ※２ 29,000

受取手形 ※３ 2,135 2,058

売掛金 ※１ 36,636 ※１ 38,511

リース投資資産 5 －

商品及び製品 2,077 2,238

仕掛品 931 1,121

原材料 18,361 17,601

前渡金 898 931

前払費用 490 463

繰延税金資産 6,333 6,166

その他 613 185

貸倒引当金 △63 △42

流動資産合計 100,989 106,897

固定資産   

有形固定資産   

建物 4,919 5,131

減価償却累計額 △2,886 △3,113

建物（純額） 2,032 2,017

構築物 15 33

減価償却累計額 △13 △14

構築物（純額） 2 18

工具、器具及び備品 2,756 2,302

減価償却累計額 △2,442 △1,879

工具、器具及び備品（純額） 314 423

リース資産 1,526 1,477

減価償却累計額 △593 △743

リース資産（純額） 932 734

建設仮勘定 1 18

有形固定資産合計 3,283 3,211

無形固定資産   

商標権 1 1

ソフトウエア 10,530 10,114

ソフトウエア仮勘定 296 153

その他 37 40

無形固定資産合計 10,866 10,309
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

投資その他の資産   

投資有価証券 924 959

関係会社株式 458 458

関係会社出資金 183 318

長期貸付金 － 3

破産更生債権等 309 133

長期前払費用 75 54

前払年金費用 12,626 11,100

繰延税金資産 1,940 2,421

差入保証金 3,269 3,187

その他 970 956

貸倒引当金 △289 △114

投資その他の資産合計 20,470 19,477

固定資産合計 34,619 32,998

資産合計 135,609 139,896

負債の部   

流動負債   

支払手形 ※３ 906 866

買掛金 ※１ 17,384 ※１ 18,183

リース債務 347 325

未払金 1,271 1,199

未払費用 2,604 2,850

未払法人税等 1,533 2,246

前受金 ※１ 12,552 ※１ 13,625

預り金 261 256

賞与引当金 4,991 5,149

役員賞与引当金 18 19

ポイント引当金 11 17

工事契約等損失引当金 15 30

資産除去債務 20 18

その他 21 20

流動負債合計 41,941 44,809

固定負債   

リース債務 624 446

退職給付引当金 15,487 15,847

資産除去債務 140 92

その他 190 150

固定負債合計 16,443 16,536

負債合計 58,385 61,345
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 9,670 9,670

資本剰余金   

資本準備金 10,161 10,161

資本剰余金合計 10,161 10,161

利益剰余金   

利益準備金 275 275

その他利益剰余金   

別途積立金 41,948 41,948

繰越利益剰余金 15,235 16,539

利益剰余金合計 57,458 58,762

自己株式 △1 △1

株主資本合計 77,288 78,592

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △64 △41

評価・換算差額等合計 △64 △41

純資産合計 77,224 78,550

負債純資産合計 135,609 139,896
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②【損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

当事業年度
(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

売上高   

プロアクティブ・メンテナンス事業売上高 91,295 87,752

フィールディング・ソリューション事業売上高 91,385 95,859

売上高合計 ※１ 182,680 ※１ 183,612

売上原価   

プロアクティブ・メンテナンス事業売上原価   

当期製造原価 ※２ 71,496 ※２ 68,047

合計 71,496 68,047

プロアクティブ・メンテナンス事業売上原価 71,496 68,047

フィールディング・ソリューション事業売上原価   

期首商品及び製品たな卸高 2,142 1,675

当期商品及び製品仕入高 38,473 44,199

当期製造原価 ※２ 42,014 ※２ 42,441

合計 82,631 88,316

他勘定振替高 ※３ 491 ※３ 1,088

期末商品及び製品たな卸高 1,675 1,921

フィールディング・ソリューション事業売上

原価
80,464 85,305

売上原価合計 151,960 153,353

売上総利益   

プロアクティブ・メンテナンス事業売上総利益 19,799 19,705

フィールディング・ソリューション事業売上総利

益
10,920 10,553

売上総利益合計 30,720 30,259

販売費及び一般管理費 ※４ 22,660 ※４ 24,315

営業利益 8,060 5,943

営業外収益   

受取利息 ※１ 68 ※１ 73

受取配当金 6 422

保険事務手数料 42 42

販売報奨金 28 25

保険配当金 135 194

受取保険金 1 55

受取補償金 6 14

業務受託料 41 41

その他 25 32

営業外収益合計 357 902
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

当事業年度
(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

営業外費用   

支払利息 19 20

固定資産廃棄損 75 17

関係会社育成支援費用 ※１ 241 ※１ 210

事務所移転費用 46 203

システム移行費用 1,560 －

データセンター統合費用 － 59

休止固定資産減価償却費 20 14

その他 102 42

営業外費用合計 2,065 567

経常利益 6,352 6,278

特別損失   

関係会社出資金評価損 152 －

特別損失合計 152 －

税引前当期純利益 6,200 6,278

法人税、住民税及び事業税 2,879 3,119

法人税等調整額 119 △326

法人税等合計 2,999 2,793

当期純利益 3,201 3,485

 

EDINET提出書類

ＮＥＣフィールディング株式会社(E05298)

有価証券報告書

78/92



③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自平成24年４月１日　至平成25年３月31日）

        (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

 

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

 別途積立金
繰越利益剰
余金

当期首残高 9,670 10,161 10,161 275 41,948 14,215 56,439 △1 76,269

当期変動額          

剰余金の配当      △2,181 △2,181  △2,181

当期純利益      3,201 3,201  3,201

自己株式の取得        △0 △0

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

         

当期変動額合計 － － － － － 1,019 1,019 △0 1,019

当期末残高 9,670 10,161 10,161 275 41,948 15,235 57,458 △1 77,288

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価
証券評価差
額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △99 △99 76,169

当期変動額    

剰余金の配当   △2,181

当期純利益   3,201

自己株式の取得   △0

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

35 35 35

当期変動額合計 35 35 1,054

当期末残高 △64 △64 77,224
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当事業年度（自平成25年４月１日　至平成26年３月31日）

        (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

 

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

 別途積立金
繰越利益剰
余金

当期首残高 9,670 10,161 10,161 275 41,948 15,235 57,458 △1 77,288

当期変動額          

剰余金の配当      △2,181 △2,181  △2,181

当期純利益      3,485 3,485  3,485

自己株式の取得        △0 △0

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

         

当期変動額合計 － － － － － 1,304 1,304 △0 1,303

当期末残高 9,670 10,161 10,161 275 41,948 16,539 58,762 △1 78,592

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価
証券評価差
額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △64 △64 77,224

当期変動額    

剰余金の配当   △2,181

当期純利益   3,485

自己株式の取得   △0

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

22 22 22

当期変動額合計 22 22 1,325

当期末残高 △41 △41 78,550
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1）子会社株式

 移動平均法による原価法を採用しております。

(2）その他有価証券

 時価のあるもの

 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定）を採用しております。

 時価のないもの

 移動平均法による原価法を採用しております。

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1）商品及び製品、原材料

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用してお

ります。

(2）仕掛品

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しており

ます。

３．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

 　建物              ２～47年

 　構築物       　  10～30年

 　工具、器具及び備品 ２～20年

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（最長８年）に基づいております。

(3）リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

４．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2）賞与引当金

従業員に対する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度末において発生していると認められる

額を計上しております。

(3）役員賞与引当金

役員に対する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度末において発生していると認められる額

を計上しております。

(4）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。

　①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、

期間定額基準によっております。

　②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（14～17年）

による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（14～18年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

(5）ポイント引当金

顧客に付与されたポイントの使用による費用発生に備えるため、当事業年度末において将来使用されると見込ま

れる額を計上しております。
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(6）工事契約等損失引当金

採算性の悪化した工事契約に係る将来の損失に備えるため、翌事業年度以降に発生することとなる損失見込額を

計上しております。

５．収益及び費用の計上基準

 完成工事高及び完成工事原価の計上基準

 イ 当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

   工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を適用しております。

 ロ その他の工事

   工事完成基準を適用しております。

６．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

 外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

７．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1）退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結財務諸表

におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

(2）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は、当事業年度の

費用として処理しております。

(3）連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。

８．金額の表示方法

　金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

 

（会計方針の変更）

該当事項はありません。

 

（表示方法の変更）

（損益計算書）

　前事業年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「事務所移転費用」は、営業外費用の総額の

100分の10を超えたため、当事業年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるた

め、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前事業年度の損益計算書において、「営業外費用」の「その他」に表示していた148百万円は、

「事務所移転費用」46百万円、「その他」102百万円として組み替えております。

 

以下の事項について、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第75条に定める製造原価明細書については、同条第２項ただし書きにより、記載を省略してお

ります。

・財務諸表等規則第76条の２に定める工事契約等損失引当金繰入額の注記については、同条第２項により、記載

を省略しております。

・財務諸表等規則第80条に定めるたな卸資産の帳簿価額の切下げに関する注記については、同条第３項により、

記載を省略しております。

・財務諸表等規則第86条に定める研究開発費の注記については、同条第２項により、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第107条に定める自己株式に関する注記については、同条第２項により、記載を省略しており

ます。

・財務諸表等規則第８条の６に定めるリース取引に関する注記については、同条第４項により、記載を省略して

おります。

・財務諸表等規則第８条の28に定める資産除去債務に関する注記については、同条第２項により、記載を省略し

ております。

・財務諸表等規則第68条の４に定める１株当たり純資産額の注記については、同条第３項により、記載を省略し

ております。

・財務諸表等規則第95条の５の２に定める１株当たり当期純利益金額に関する注記については、同条第３項によ

り、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第95条の５の３に定める潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に関する注記については、

同条第４項により、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第121条第１項第１号に定める有価証券明細表については、同条第３項により、記載を省略し

ております。
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（貸借対照表関係）

　※１　関係会社に関わる注記

　関係会社に対する主な資産・負債は次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成25年３月31日）
当事業年度

（平成26年３月31日）

流動資産   

売掛金 20,347百万円 20,648百万円

流動負債   

買掛金 6,568 7,510

前受金 4,172 4,578

 

　※２　前事業年度及び当事業年度の「関係会社預け金」は日本電気㈱グループの資金効率向上をはかるための資金集中

　管理システムの前事業年度末及び当事業年度末残高であります。

 

※３　期末日満期手形

　　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、前事業年度の末

日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が前事業年度の期末残高に含まれております。

 
前事業年度

（平成25年３月31日）
当事業年度

（平成26年３月31日）

受取手形 343百万円 －百万円

支払手形 191 －

 

（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

前事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当事業年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

関係会社への売上高 101,020百万円  98,195百万円

受取利息 68  73

関係会社育成支援費用 241  210

 

　※２　当期製造原価には、関係会社に対する外部委託費用や材料等の仕入高が次のとおり含まれております。

前事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当事業年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

40,510百万円 44,978百万円

 

※３　他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

前事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当事業年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

販売費及び一般管理費 491百万円  1,088百万円
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　※４　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度58％、当事業年度58％、一般管理費に属する費用のおおよ

そ　　の割合は前事業年度42％、当事業年度42％であります。

販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前事業年度

（自　平成24年４月１日
　　至　平成25年３月31日）

　当事業年度
（自　平成25年４月１日
　　至　平成26年３月31日）

給料手当 10,739百万円 11,352百万円

賞与引当金繰入額 1,155 1,205

退職給付費用 656 1,009

減価償却費 1,729 1,984

賃借料 932 952

業務委託料 2,244 2,044

 

 

（有価証券関係）

 子会社株式(当事業年度及び前事業年度の貸借対照表計上額は458百万円）は、市場価格がなく、時価を把握すること

が極めて困難と認められることから、記載しておりません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成25年３月31日）
 

当事業年度

（平成26年３月31日）

繰延税金資産    

賞与引当金 1,897百万円 1,835百万円

未払事業税 89  174

退職給付引当金 1,273  1,971

たな卸資産評価損 4,015  3,737

減価償却超過額 430  283

その他 1,027  1,028

繰延税金資産小計 8,733  9,030

評価性引当額 △460  △443

繰延税金資産合計 8,273  8,587

繰延税金資産の純額 8,273  8,587

 

（注）繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。

 
前事業年度

（平成25年３月31日）
 

当事業年度

（平成26年３月31日）

    

流動資産－繰延税金資産 6,333百万円 6,166百万円

固定資産－繰延税金資産 1,940  2,421

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（平成25年３月31日）
 

当事業年度

（平成26年３月31日）

法定実効税率 38.0％  38.0％

（調整）    

地方税の均等割額 2.7  2.6

永久否認額（交際費等） 1.7  △1.4

評価性引当金の増減額 0.8  △0.3

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 －  6.7

のれん償却額等 4.9  －

その他 0.3  △1.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 48.4  44.5

 

 

３．法人税等の税率変更による繰延税金資産の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、平成26年４月１日以

後に開始する事業年度から復興特別法人税が課されないことになりました。これに伴い、繰延税金資産の計算に使用す

る法定実効税率は、平成26年４月1日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については従来の38.0％から

35.6％になります。

この税率変更により、繰延税金資産の金額は、418百万円減少し、法人税等調整額が同額増加しております。

 

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

 

（重要な後発事象）

    該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末
残高
（百万円）

有形固定資産        

建物 4,919 299 88 5,131 3,113 270 2,017

構築物 15 17 － 33 14 1 18

工具、器具及び備品 2,756 196 651 2,302 1,879 75 423

リース資産 1,526 165 214 1,477 743 357 734

建設仮勘定 1 600 584 18 － － 18

有形固定資産計 9,219 1,280 1,538 8,962 5,750 705 3,211

無形固定資産        

商標権 14 － 11 3 2 0 1

ソフトウエア 21,992 1,826 3,163 20,655 10,540 2,236 10,114

ソフトウエア仮勘定 296 2,027 2,170 153 － － 153

その他 70 13 24 59 18 10 40

無形固定資産計 22,372 3,867 5,369 20,870 10,561 2,247 10,309

長期前払費用 75 0 22 54 － － 54

（注）１．建物及びリース資産の当期増加額は、主としてデータセンター用設備並びに社内ＩＴ設備の取得額でありま

す。

２．ソフトウェア仮勘定の当期増加額は、主として新基幹システムへの追加投資であります。

３．ソフトウェアの当期増加額は、主として新基幹システム稼動に伴うソフトウェア仮勘定からの振替額であり

ます。

 

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 352 46 180 63 156

賞与引当金 4,991 5,149 4,991 － 5,149

役員賞与引当金 18 19 18 － 19

ポイント引当金 11 16 9 － 17

工事契約等損失引当金 15 78 64 － 30

　（注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」欄の金額は、貸倒引当金の洗替の結果減少した額であります。

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月３１日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月３１日

剰余金の配当の基準日
９月３０日

３月３１日

１単元の株式数 １００株

単元未満株式の買取り  

取扱場所

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社

取次所 －

買取手数料 株式の売買委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告

による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載URL

http://www.fielding.co.jp

株主に対する特典 該当事項はありません。

 
（注）当社定款の定めにより、当社株主は、その有する単元未満株式について、会社法第189条第２項各号に掲げる権利

並びに株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利以外の権利を行使

することができません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

 事業年度（第57期）（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）平成25年６月20日関東財務局長に提出

(2）内部統制報告書及びその添付書類

　　平成25年６月20日関東財務局長に提出

(3）四半期報告書及び確認書

　　（第58期第１四半期）（自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日）平成25年７月25日関東財務局長に提出

　　（第58期第２四半期）（自　平成25年７月１日　至　平成25年９月30日）平成25年10月25日関東財務局長に提出

　　（第58期第３四半期）（自　平成25年10月１日　至　平成25年12月31日）平成26年１月31日関東財務局長に提出

(4）臨時報告書

　　平成25年６月24日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨

時報告書であります。

(5）意見表明報告書

　　平成26年１月31日関東財務局長に提出

金融商品取引法第27条の10に基づく意見表明報告書であります。

(6）訂正意見表明報告書

　　意見表明報告書の訂正報告書

平成26年２月４日関東財務局長に提出

平成26年１月31日提出の意見表明報告書に係る訂正報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 

  2014年６月24日

ＮＥＣフィールディング株式会社  

 

 取締役会　御中  

 

 有限責任 あずさ監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山本　美晃　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 浜田　　康　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 構　　康二　　印

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるＮＥＣフィールディング株式会社の2013年４月１日から2014年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益及び包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結

財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＮＥ

Ｃフィールディング株式会社及び連結子会社の2014年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、ＮＥＣフィールディング株式

会社の2014年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、ＮＥＣフィールディング株式会社が2014年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示

した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠

して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

 

　（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出
会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

 

  2014年６月24日

ＮＥＣフィールディング株式会社  

 

 取締役会　御中  

 

 有限責任 あずさ監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山本　美晃　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 浜田　　康　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 構　　康二　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて
いるＮＥＣフィールディング株式会社の2013年４月１日から2014年３月31日までの第58期事業年度の財務諸表、すなわ
ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を
行った。
 
財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示
することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が
必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに
ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、
当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに
基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査
法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務
諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。
また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と
しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 
監査意見
　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＮＥＣ
フィールディング株式会社の2014年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重
要な点において適正に表示しているものと認める。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上
 
 
　（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。
２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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